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厚生労働科学研究費補助金（長寿科学総合研究事業） 

総括研究報告書 

未受診・未回収対策を含めた介護予防標準化に向けたテーラーメード型介護予防法の開発 

            研究代表者 荒井 秀典 京都大学医学研究科 客員研究員 

                   国立長寿医療研究センター 副院長 

 

研究要旨 

目的 

介護予防に関するチラシを配布することによる行動変容の有無を検証し、血清マーカーと要介護

認定との関連性を検証する。また、地域在住高齢者において健診受診行動に関連する要因を明らか

にするとともに、身体活動量および強度の特徴を把握し、身体活動とフレイルとの関連を明らかに

する。また、ペット飼育と身体的・精神的・社会的健康との関連を検証する。 

方法 

1.介護予防に関するチラシを月に 1 回の頻度で配布し、行動変容の有無を検討した。2.地域在住高

齢者において血清バイオマーカーと要介護認定発生との関連を調査した。3．高齢者のフレイルに

関連する要因分析と健診受診に関連する要因の分析を行った。4．介護予防教室参加者 107 名に対

しライフコーダを用いて、身体活動の評価を行い、フレイルとの関連を解析した。5. ペット飼育

と身体的・精神的・社会的健康との関連を検討した。 

結果 

1. チラシ配布により約50%の高齢者の意識が変容し、約 35%には行動も変容した。2.要介護認定

を受けた高齢者と非認定者であった高齢者のベースラインを比較したところ、年齢、基本チェッ

クリスト、BMI、血清アルブミン、Hb、LDL コレステロール、血糖、クレアチニン、eGFR にお

いて有意な差を認めた。3．周囲からの受診勧奨により約 1.5～2.2 倍健診参加の増加を認めた。4．

男性は女性よりも身体活動が少なく、年齢階級が上がるごとに身体活動が減少していた。また、

運動量・歩数・活動時間は基本チェックリストと負の相関が認められた 5.ペット飼育による運動

機能向上、良好な主観的健康感、活発な社会活動との関連が示された。 

結語 

介護予防に関するチラシ配布により、約 50%の高齢者の意識が変容し、約 35%には行動も変容し

ていることを明らかにし、要介護につながるバイオマーカーの意義を明らかにした。また、高齢

者の健康受診行動を促進するためには、本人への働きかけのみならず、周囲への啓発活動が重要

であることが示唆された。身体活動と基本チェックリスト 25 項目総得点とは負の相関を示し、

4-6mets の活動時間が短いほど運動機能低下者が増加する傾向が示唆された。ペットの世話を自ら

行っている者は運動機能・主観的健康感・社会活動･交流が良好に維持されている可能性が高いた

め、地域在住高齢者の身体的・精神的・社会的健康を包括的に維持させていくために「ペット飼

育」が効果的な役割を果たす可能性が示唆された。 

 

分担研究者 

  青山 朋樹・京都大学医学研究科 准教授 



  大倉 美佳・京都大学医学研究科 講師 

  山田  実・筑波大学 人間系 准教授  

  荻田美穂子・京都光華女子大学健康科学部看護学科 講師 

  宮松 直美・滋賀医科大学臨床看護学講座 教授 

 



A. 研究目的 

研究 1：要介護への一次予防の一つとし

て、介護予防に関するチラシを配布する

ことによる効果を検証する。本報告では、

配布方法の違いによる意識・行動変容の

差異を検討する。 

研究 2：血清マーカーと要介護認定との

関連を検証する。 

研究3: B町在住高齢者における健診受診

行動に関連する要因を明らかにする。 

研究 4: B 町における高齢者の身体活動量

および強度を把握し、身体活動量および

強度とフレイルとの相関を検討する。 

研究 5: ペット飼育と身体的・精神的・

社会的健康との関連の横断的評価を行う。 

 

B. 研究方法 

研究 1：介護予防に関するチラシ配布に

よるポピュレーション介入 

3 つの市町に対して、介護予防に関する

チラシを①ポスティング、②広報誌への

折込み、③新聞折込みの 3 つの方法によ

って月に 1 回の頻度で配布した。毎月一

つの特集（サルコペニア、認知症、転倒

予防など介護予防関連）と当該月に開催

している市主催の健康イベントの告知

（健康教室、講演会、検診など）、それ

に健康に関する記事を掲載した。12 ヶ月

間（12 回）の配布修了後に、郵送による

アンケートを実施して、（1）本介護予防

に関するチラシを見ていたか？（2）見て

いた方のみに、介護予防のチラシを見て介

護予防に対する意識が変わりましたか？

（3）見ていた方のみに、介護予防のチラ

シを見て生活習慣が変わりましたか？と

いう項目について調査した。 

研究 2：血清マーカーと要介護認定との

関連 

65 歳以上の地域在住高齢者 8114 名を対

象に、血清分析およびその後 2 年間の要

介護認定発生を調査した。血清マーカー

としては、アルブミン、ヘモグロビン、

中性脂肪、LDL コレステロール、血糖、

血清クレアチニンを分析し、血清クレア

チニンからは eGFR を求めた。 

研究 3:B 町在住高齢者における健診受診

行動に関連する要因 

B 町高齢者コホート研究は、2013 年 3

月 31 日時点で介護認定を受けている

1199 名および入院や施設入所している

68名を除外した5,417名を対象に悉皆調

査が実施された。本検討に用いた健康・

生活実態調査の主な調査項目は、(1)基本

属性；性別、年齢、(2)健診受診の有無、

(3)先行研究を参考に作成した健診意識

に関する 13 項目、(4)周囲からの健診受

診勧奨[①健診受診に対する家族の雰囲

気、②健診受診に対する地域の雰囲気、

③近所づきあい] 、(5)治療状況[①治療

中の内科疾患、②健診以外の定期的な血

液検査、③6ヵ月以内の心臓発作・脳血

管疾患など重症疾患 7項目]、(6)基本チ

ェックリスト 25 項目を用いた判定によ

る二次予防事業該当者とした。 

平成 22～24 年度の 3 年間の健診受診の

有無の回答を用いて、3 年間のうち 1 回



以上受診ありを[健診受診行動あり]、1 回

も受診なしを[健診受診行動なし]と分類

し、従属変数とした。 

先行研究を参考にした 13 項目について、

何らかの意味的まとまりをもつ潜在変数

を見つけ、まとまりの次元を集約して解

釈ができるように、最尤法・バリマック

ス回転による主因子分析を行った。なお、

どの因子にも負荷量が0.40に満たない項

目あるいは重複する因子に0.40以上を示

す項目を除いて、因子分析を繰り返すこ

ととした。因子が抽出された後、各因子

を構成する項目の合算した得点を各因子

の得点とした。 

健診受診行動を従属変数とし、性別、年

齢を調整し、健診意識(各因子)、周囲から

の健診受診勧奨、治療状況、二次予防事

業該当を独立変数とした多変量ロジステ

ック回帰分析を行った。なお、各独立変

数は、従属変数に対して positive な方向

が大きな値となるように数値を変換した。 

研究 4：高齢者の身体活動量および強度

とフレイルとの相関 

客観的身体活動については 2015 年 1 月

～2 月の期間に B 町高齢者コホート研究

対象者に対し生活実態調査の一環として

身体活動の測定を行った。身体活動の測

定は町内の介護予防教室開催時に行われ、

評価にはライフコーダ GS（SUZUKEN）

を用いた。装着方法及び測定方法は介護

予防教室内で介護予防教室に従事するト

レーニングを受けたスタッフより説明さ

れ、その日から次回教室までの 14～15

日間を測定期間とした。分析には装着初

日と最終日を除外した 11～13 日間の平

均と最も活動した日のデータを用いた。 

研究 5: ペット飼育と身体的・精神的・

社会的健康との関連の横断的評価 

B町高齢者コホート研究のベースライン

悉皆調査（対象者 5,417 名）に参加した

5,094 名（回収率 94.1％）のうち 6 ヶ月

以内の循環器疾患の既往歴、重症高血圧

症の既往歴、糖尿病性の視覚障害・腎機

能障害・低血糖発作の既往歴、3 ヶ月以

内の入院歴があった 385 名と、運動機能、

認知機能、うつ傾向、主観的健康感、閉

じこもり、社会活動・交流、ペット飼育

の主要変数いずれかに欠損のあった

1,359 名を除外した 3,350 名を本研究の

解析対象者とした。 

ベースライン調査ではⓐ基本チェック

リスト 25 項目、ⓑ生活実態(住居構造、

家族構成、交通の利便性や医療圏・生活

圏、ペット飼育状況など)、ⓒ主観的な

健康観や健康に対する受け止め方、ⓓ未

受診の理由や健診に対する考え方を含

む項目を収集した。 

対象者の属性は全体及びペット飼育者

別に記述した。次に運動機能、認知機能、

うつ傾向、主観的健康感、閉じこもり、

社会活動・交流それぞれの評価項目の該

当割合について全体及びペット飼育者

別に記述し、ペット飼育者間の相違を χ2

検定で検定した。さらに「運動機能低下

あり」、「認知機能低下あり」、「うつ傾向

あり」、「主観的健康感良好」、「閉じこも



り傾向あり」、「活発な社会活動・交流」

の該当の有無を応答変数とし、ペット飼

育者（飼育していない[参照水準]・家族

飼育・本人飼育）を説明変数とし、性・

年齢・調査方法（郵送調査, 訪問調査）・

慢性疾患の有無・運動制限の有無を調整

した多変量ロジスティック回帰分析を

行いオッズ比及び 95%信頼区間を算出

した。 

（倫理面への配慮） 

 本研究調査は、京都大学医学研究科・

医学部の医の倫理委員会に申請し、承認

された上で実施した。また、B 町とは共

同研究として契約を交わした。特に、本

研究においては、調査員が対象者宅に訪

問し、聞き取り調査を行うため、研究参

加者のプライバシー、人権を侵害するこ

とのないように努めて行うことが大切

となる。そのため、事前に十分な打ち合

わせを行った後、聞き取り調査を行った。

調査結果は、性別・年齢等の個人が特定

出来る最小限の情報のみが付加された

状態で、データ分析担当者に搬送すると

ともに、暗号化したデータ保管を行い、

研究過程において個人情報が漏洩する

ことはないように努めた。 

 

C. 研究結果 

研究 1：介護予防に関するチラシ配布に

よるポピュレーション介入 

ポスティングによる配布を行ったA市の

分析対象者は 4,819 名（75.8±7.4 歳）、

広報誌への折り込みを実施した B 市は

6,664 名（74.8±6.8 歳）、新聞折り込みを

実施した C 町は 2,088 名（77.5±7.9 歳）

であった。なお、ポスティングには 1 戸

1 回あたり 11.3 円、広報誌折り込みでは

4.3 円（折り込み代）、新聞折り込みでは

9.2 円（折り込み代）がそれぞれ必要と

なった（この費用については業者によっ

て異なるので、あくまで今回の作業によ

るもの）。 

ポスティング配布を行ったA市で本介護

予防に関するチラシを見ていた高齢者は

44.8%であった。その中で、介護予防の

チラシを見て介護予防に対する意識が変

わった方は 58.5%、さらに介護予防のチ

ラシを見て生活習慣が変わった方は

38.6%となった。 

広報誌への折り込みを行ったB市で本介

護予防に関するチラシを見ていた高齢者

は 93.7%であった。その中で、介護予防

のチラシを見て介護予防に対する意識が

変わった方は 51.8%、さらに介護予防の

チラシを見て生活習慣が変わった方は

39.9%となった。 

広報誌への折り込みを行ったC市で本介

護予防に関するチラシを見ていた高齢者

は 31.7%であった。その中で、介護予防

のチラシを見て介護予防に対する意識が

変わった方は 45.6%、さらに介護予防の

チラシを見て生活習慣が変わった方は

32.6%となった。これらの結果より、ど

のような形であってもチラシを見ていれ

ば、約 50%の高齢者の意識が変容し、約

35%には行動も変容することが示唆され



た。なお、最も見た方が多かったのが広

報誌への折り込みであり、低かったのが

新聞折り込みであった。また、各自治体

担当者からは、広報誌中に記載するより

も、チラシを折り込んだ方が、様々な事

業への参加率が高いとの報告を受けてお

り、このようなチラシを用いて継続的に

啓蒙活動を実施することは重要であると

考えられた。 

研究 2：血清マーカーと要介護認定との

関連 

2 年間で 565 名（7.0%）が要介護認定を

受けた。要介護認定を受けた 565 名と非

認定者であった 7579 名のベースライン

時の各種パラメーターを比較したところ、

年齢、基本チェックリスト、BMI、アル

ブミン、ヘモグロビン、LDL コレステロ

ール、血糖、クレアチニン、eGFR にお

いて有意な差を認めた。 

次に、前期および後期高齢者で層化して

同様の分析を行った。前期高齢者におい

て有意差を認めたのは基本チェックリス

トおよび血糖値であった。一方後期高齢

者においては年齢、基本チェックリスト、

BMI、アルブミン、血色素量、血清クレ

アチニン、eGFR で有意差を認めた。 

同様に男女で層化して分析を行った。男

性で有意差を認めた項目は、年齢、基本

チェックリスト、アルブミン、血色素量

であった。女性では年齢、基本チェック

リスト、アルブミン、ヘモグロビン、LDL

コレステロール、血糖値、クレアチニン、

eGFR で有意差を認めた。 

これらより、年齢および性別によって要

介護への関連要因が異なることが示唆さ

れた。全体的な傾向として血糖値は高い

ことがリスクとなる一方で、LDL コレス

テロールは低い方がリスクとなること、

ヘモグロビンおよびアルブミンも低いこ

とがリスクとなっていた。腎機能低下が

疑われる eGFR<60 でもリスクが高まる

結果となっていた。 

研究3: B町在住高齢者における健診受診

行動に関連する要因 

健診意識 13 項目について、最尤法・バリ

マックス回転による主因子分析を行った

結果、スクリー・プリットによる固有値

の変化は、第 1 固有値と第 2 固有値、第

2 固有値と第 3 固有値、第 3 固有値と第 4

固有値の間で大きかったが、因子解釈可

能性から 3 因子解を選択した。どの因子

にも負荷量が0.40に満たない項目あるい

は重複する因子に0.40以上を示す項目は

なかった。第 1 因子は、[自分の健康には

自信があり、健診を受ける必要性はな

い][今さら(この年齢になって)、健康状態

を知っても仕方ないと思う][健診を受け

ることは，面倒である]など 7 項目におい

て負荷量が高く、『個人的価値』と命名し

た。第 2 因子は、 [健診日程が合わせに

くい][健診場所が行きにくい・交通手段が

乏しい・不便である]など 4 項目で負荷量

が高く、『利便性』と命名した。第 3 因子

は、[自分の健康状態を知ることができ

る][病気を早期に発見し，適切な治療を受

けることができる]の2項目で負荷量が高



く、『健康管理』と命名した。これら 3 因

子の累積寄与率は、48.1％であった。ま

た、これらの因子に負荷の高い項目を用

いて、項目合算点からなる尺度得点を算

出した場合、Cronbach's α 係数は、『個人

的価値』が 0.721、『利便性』が 0.682、

『健康管理』が 0.879 であった。 

一方、周囲からの受診勧奨については、

家族の雰囲気約 2.2 倍、地域の雰囲気約 2

倍、近所づきあい約 1.5 倍であった。ま

た、内科治療中であること、重症疾患を

有することとの関連は認められなかった

が、健診以外の定期的な血液検査がある

場合は 1.3 倍健診受診行動と関連があっ

た。さらに、二次予防事業該当者である

ことは、2.3 倍健診受診行動と関連が認め

られた。 

研究 4：高齢者の身体活動量および強度

とフレイルとの相関 

B 町高齢者において活動した日の平均の

歩数は 4,000 歩弱（男性：1,842 歩, 女

性：4,110 歩）であり、最も活動した日

の歩数は約 7,000 歩（男性：5,093 歩, 女

性：7,009 歩）であった。また活動した

日の活動時間は 42.0（男性：21.3 分, 女

性：42.0 分）であった。B 町高齢者は男

女共に全国の高齢者集団より歩数が少な

く、特に男性においてその傾向が顕著で

ある。そして、最も活動した日の歩数お

よび活動時間と活動した平均の歩数およ

び活動時間の差が大きいことより、身体

能力が維持されていたとしても、日常に

おいて動く機会が極端に少ないことが推

察される。その理由として本研究で用い

た身体活動データは冬期に行われた調査

によるものであり、特に山間部において

は積雪のため田畑仕事や、スーパーや郵

便局へ行くといった日常活動などの住民

が徒歩で外出する機会を失っていること

が考えらえる。また活動時間は女性が男

性よりも 2 倍近く長くなっているが、女

性は家庭で家事などの軽度な身体活動を

行っているために比較的活動時間が長く

なっている可能性がある。活動強度別に

見ると 4 mets 以上の身体活動は男女共

にほとんど行っておらず女性は家事を行

うことで男性よりも多く歩き、活動時間

が長くなったと考えられる。 

年齢階級別での身体活動は年齢階級が上

昇するにつれて減少傾向であった。高齢

になるにつれて筋力低下や作業能力低下

による日常生活動作能力の低下や、外出

頻度の低下、さらに家庭内での役割の減

少・消失に伴い歩数や活動時間が減少す

ることは当然の結果であると考えられる。 

身体活動と基本チェックリスト得点とは

弱いながらも相関しており、身体活動量

の減少は基本チェックリストの該当項目

の増加と関連することが示唆された。 

歩数・活動時間・4-6Mets の活動時間の

四分位と基本チェックリスト得点 10 項

目以上及び各ドメイン該当者の保有割合

には、一定の傾向はほとんど確認できな

かったものの、4-6mets の活動時間が減

少すると運動機能低下者の割合は増加す

る傾向が確認できた。 



4-6mets 程度の身体活動はウォーキング

や軽度のスポーツ、庭仕事といった外出

に伴う中等度の身体活動レベルであり、1

日に推奨される中等度の身体活動時間は

男性で 20 分、女性で 15 分と報告されて

いる。B 町高齢者においては中等度の身

体活動時間は約 3 分と短いものの、その

中でも中等度の身体活動が短くなるにつ

れて運動機能低下者が増加する傾向を示

していたことから、高齢者の運動機能は

中等度の身体活動時間の影響をより強く

受けている可能性が考えられる。 

研究 5: ペット飼育と身体的・精神的・

社会的健康との関連の横断的評価 

対象者の約 6 割が女性であった。年齢（平

均値±標準偏差）は 75.4±6.9 歳、約 5 割

が後期高齢者であった。訪問聞き取り調

査により調査協力した者は888名（26.5%）

であった。経済的暮らしぶりを豊かであ

ると受け止めている者は約 4 割であり、

全体の約 4 割が趣味や習い事をもってい

た。また慢性疾患をもっている者は

74.5％、健康上の問題で運動制限がある

者が 5.6％であった。ペットを飼育してい

る者は 638 名（19.0%）であった。ペッ

ト飼育者のうち家族飼育者は 218 名

（34.2%）、本人飼育者は 420 名（65.8%）

と家族飼育よりも本人飼育の方が割合は

大きかった。ペット飼育者別（非飼育・

家族飼育・本人飼育）の属性について表

3 に示した。性別・調査方法・慢性疾患

の有無・運動制限の有無・居住環境・経

済的暮らしぶりの受け止め方については

ペット飼育者間で有意な差を認めなかっ

た。しかし年齢・趣味や習い事の有無に

関しては群間での有意差が認められた。

本人飼育群の平均年齢は非飼育群及び家

族飼育群いずれよりも有意に低かった。 

運動機能低下ありの該当割合と運動機能

関連項目それぞれの該当割合を全体及び

ペット飼育者別に記述した結果を表 4 に

示した。全体では運動機能低下ありの該

当割合は 30.2%であり、ペット飼育者別

の群間で有意差が認められた（p<0.001）。

またいずれの運動機能関連項目も本人飼

育群での該当割合は小さく、群間で有意

差が認められた（いずれの項目も

p<0.001）。次に、非飼育群を参照水準と

した家族飼育群と本人飼育群の「運動機

能低下あり」の調整オッズ比（95%信頼

区間）はそれぞれ 1.23（0.89−1.69）、0.70

（0.53−0.92）であり、本人飼育群におい

て運動機能低下ありの頻度が低いことが

示された。良好な主観的健康観の該当割

合は全体で 77.9%であった。ペット飼育

者別で群間での有意差が認められ

（p=0.001）、本人飼育群において主観的

健康感を良好に保っている者の割合が大

きかった。 

非飼育群を参照水準とした家族飼育群と

本人飼育群の「認知機能低下あり」「うつ

傾向あり」「良好な主観的健康観」の調整

オッズ比（95%信頼区間）は「認知機能

低下あり」で 1.23（0.92−1.65）、1.17

（0.93−1.46）、「うつ傾向あり」で 1.23

（0.88−1.72）、1.00（0.76−1.31）、「良好



な主観的健康観」で 0.72（0.52−0.99）、

1.43（1.07−1.89）であった。家族飼育群

において良好な主観的健康観の頻度は低

く、本人飼育群において良好な主観的健

康観の頻度が高いことが示された。 

閉じこもり傾向ありの該当割合は全体で

17.7%であり、ペット飼育者別で群間で

の有意差が認められた（p=0.012）。また

活発な社会活動の該当割合は全体で

50.2%であった。ペット飼育者別で群間

での有意差が認められ（p=0.004）、社会

活動関連項目いずれの項目も本人飼育群

での該当割合が大きかった。 

非飼育群を参照水準とした家族飼育群と

本人飼育群の「閉じこもり傾向あり」「活

発な社会活動・交流」の調整オッズ比

（95%信頼区間）は「閉じこもり傾向あ

り」で 1.15（0.81−1.64）、0.86（0.63−1.17）、

「活発な社会活動」で 1.22（0.92−1.61）、

1.33（1.08−1.65）であった。本人飼育群

でのみ活発な社会活動の頻度が高いこと

が示された。 

 

D. 考察 

研究 1：介護予防に関するチラシ配布に

よるポピュレーション介入 

本結果より、どのような形であってもチ

ラシを見ていれば、約 50%の高齢者の意

識が変容し、約 35%には行動も変容する

ことが示唆された。なお、最も見た人が

多かったのが広報誌への折り込みであり、

低かったのが新聞折り込みであった。ま

た、各自治体担当者からは、広報誌中に

記載するよりも、チラシを折り込んだ方

が、様々な事業への参加率が高いとの報

告を受けており、このようなチラシを用

いて継続的に啓蒙活動を実施することは

重要であると考えられた。 

研究 2：血清マーカーと要介護認定との

関連 

本結果より、血糖値の上昇は中年期と同

様に健康リスクとなる一方で、LDL コレ

ステロールに関しては低いことがリスク

となりうることが示唆された。また、腎

機能低下については、やはり要介護のリ

スクファクターとなっていたが、メタボ

リックシンドロームに関しては要介護と

の関連性は認められなかった。これらの

ことより、高齢者の介護予防を考えた際

には、血糖値は十分に考慮すべきではあ

るものの、生活習慣病に関連しうる他の

指標に関しては、それほど重要ではない

ということが示唆された。特に、サルコ

ペニアやフレイルには低栄養が問題とな

るため、そのような指標が低値に成り過

ぎないように指導することも重要となる

可能性がある。 

研究3: B町在住高齢者における健診受診

行動に関連する要因 

B 町の前期高齢者の健診受診率 59.1％は、

全国に比べて高値と言ってよい。また、

後期高齢者健診の全国平均受診率は、平

成 20 年度から年々1％ずつ上昇し、平成

23年度は 24％であるが、B町では 46.6％

と約 2 倍高かった。つまり、アウトカム

指標にした健診受診率が全国平均に比べ



て非常に高値であるため、関連要因とし

た高齢者自身の健診意識と周囲からの健

診受診勧奨のどちらも、あるいはいずれ

かが全国よりも強く影響した可能性は否

定できない。また、壮年期層の調査であ

るが、健診連続未受診者であっても過半

数以上に受診する意思があったとする報

告がある。しかしながら、B 町では[健診

受診行動あり]の者は、次年度の健診の受

診予定 79.5％、どちらかといえば受診予

定 6.7％であったが、[健診受診行動なし]

の者は、次年度の健診の受診予定 12.4％、

どちらかといえば受診予定 9.7％と非常

に低値であった。これらの違いが、高齢

者の特性によるところなのか、Ｂ町の地

域特性によるところなのかについては、

本分析からは定かにできない。 

健診意識について 3 つの下位尺度で全体

の分散の約半分(累積寄与率 48.1％)を説

明できており、因子構造は明確であり、

また Cronbach's α 係数の値から、信頼性

の高さは十分に確認されたといえよう。

つまり、高齢者自身の健診意識の下位尺

度として活用することに支障はないと捉

えることができる。 

本分析においては、高齢者自身の健診意

識と周囲からの受診勧奨との関連の強さ

を検討することが主目的であるため、健

診意識の各質問項目での分析に留まるこ

となく、集約された次元の合成変数を用

いて、他の変数との検討を行うことが容

易にできるようになったことに意味があ

る。  

高齢者自身の健診意識と周囲からの受診

勧奨のいずれも健診受診行動の関連要因

と同定されたが、前者にくらべて後者の

方がオッズ比は高かった。特に、特定高

齢者の候補者の健診受診に対して社会的

ネットワークが間接的に効果を認められ

たとする結果に基づき、本データにおい

て二次予防事業該当者を層化して分析を

行った。 [二次予防事業非該当者]では、

近所づきあい、重症疾患 7 項目に、[二次

予防事業該当者]では、健診以外の定期的

な血液検査、重症疾患 7 項目に有意差は

認められなかった。また、[二次予防事業

非該当者]に比べて[二次予防事業該当者]

では、健診受診に対する家族の雰囲気の

オッズ比が少し高く、反対に個人的価値、

健診受診に対する地域の雰囲気のオッズ

比が少し低かった。つまり、B 町におい

ては、社会的活動の頻度や範囲が少なく

なることが想定される[二次予防事業該

当者]にはより身近な家族や近所という

ソーシャルサポートからの受診勧奨が有

効と言えよう。 

内科疾患による治療中であることや重症

疾患を有するかどうかといった治療状況

を調整してもなお、健診以外の定期的な

血液検査をしていることが健診受診にむ

すびついていた。 

また、二次予防事業対象者であるかどう

かについては、先行研究で介護予防健診

の不参加の要因となっていた。年齢が上

がるにつれて二次予防事業対象者が増す

ことを考えると、特に後期高齢者に対す



る健診実施の在り様について早急に検討

が必要と考える。 

研究4: B町高齢者おける身体活動量およ

び強度と基本チェックリストとの関連 

B 町高齢者において活動した日の平均の

歩数は 4,000 歩弱（男性：1,842 歩, 女性：

4,110 歩）であり、最も活動した日の歩数

は約7,000歩（男性：5,093歩, 女性：7,009

歩）であった。また活動した日の活動時

間は 42.0（男性：21.3 分, 女性：42.0 分）

であった。 

B 町高齢者は男女共に全国の高齢者集団

より歩数が少なく、特に男性においてそ

の傾向が顕著である。そして、最も活動

した日の歩数および活動時間と活動した

平均の歩数および活動時間の差が大きい

ことより、身体能力が維持されていたと

しても、日常において動く機会が極端に

少ないことが推察される。その理由とし

て本研究で用いた身体活動データは冬期

に行われた調査によるものであり、特に

山間部においては積雪のため田畑仕事や、

スーパーや郵便局へ行くといった日常活

動などの住民が徒歩で外出する機会を失

っていることが考えらえる。また活動時

間は女性が男性よりも 2 倍近く長くなっ

ているが、女性は家庭で家事などの軽度

な身体活動を行っているために比較的活

動時間が長くなっている可能性がある。

活動強度別に見ると 4 mets 以上の身体

活動は男女共にほとんど行っておらず女

性は家事を行うことで男性よりも多く歩

き、活動時間が長くなったと考えられる。 

年齢階級別での身体活動は年齢階級が上

昇するにつれて減少傾向であった。高齢

になるにつれて筋力低下や作業能力低下

による日常生活動作能力の低下や、外出

頻度の低下、さらに家庭内での役割の減

少・消失に伴い歩数や活動時間が減少す

ることは当然の結果であると考えられる。 

身体活動と基本チェックリスト得点とは

弱いながらも相関しており、身体活動量

の減少は基本チェックリストの該当項目

の増加と関連することが示唆された。身

体活動が増加すると身体機能の維持だけ

でなく認知機能の維持やうつ病予防、閉

じこもり予防となることが報告されてい

る。高齢者においても身体活動が多様な

健康側面に関わっているため、本研究に

おいても身体活動量と基本チェックリス

ト得点が相関していたのだと考えられる。

また身体活動の運動量・歩数・活動時間

に関しては互いに強く相関していたため

各々の基本チェックリスト得点との相関

が同程度であり、一方で、総消費量はそ

の人の基礎代謝量を反映しており、分布

が小さかったことから相関が認められな

かったのではないかと考えられる。 

歩数・活動時間・4-6Mets の活動時間の

四分位と基本チェックリスト得点 10 項

目以上及び各ドメイン該当者の保有割合

には、一定の傾向はほとんど確認できな

かったものの、4-6mets の活動時間が減

少すると運動機能低下者の割合は増加す

る傾向が確認できた。 

4-6mets 程度の身体活動はウォーキング



や軽度のスポーツ、庭仕事といった外出

に伴う中等度の身体活動レベルであり、1

日に推奨される中等度の身体活動時間は

男性で 20 分、女性で 15 分と報告されて

いる。B 町高齢者においては中等度の身

体活動時間は約 3 分と短いものの、その

中でも中等度の身体活動が短くなるにつ

れて運動機能低下者が増加する傾向を示

していたことから、高齢者の運動機能は

中等度の身体活動時間の影響をより強く

受けている可能性が考えられる。 

研究 5: ペット飼育と身体的・精神的・

社会的健康との関連の横断的評価 

１．対象者のペット飼育の実態 

B 町におけるペット飼育割合は全体で約

2 割であり、内閣府が平成 22 年度に行っ

た「動物愛護に関する世論調査」で報告

された 60 歳以上のペット飼育割合（約 3

割）と比較するとやや低かった。 

本調査では本人飼育者の平均年齢が他群

と比較して低かったが、これは高齢にな

るにつれて自身の健康状態や寿命を考え

て新しくペットを飼い始める人が減少し

ていくためであると推測された。 

２．ペット飼育と身体的健康との関連 

本研究では本人飼育群において運動機能

低下者の頻度が有意に低かった。高齢者

におけるペット飼育の有無と 1 年間の日

常生活動作能力の低下を検討した先行研

究ではペット飼育者（特に犬の飼育者）

はペットを飼育していない者よりも日常

生活動作能力の低下が緩やかであったこ

とが報告されており、本研究はこの結果

を支持するものであった。ペット飼育者

は普段の日常生活動作に加えてペットの

世話（遊戯・餌やり・散歩など）に係る

身体活動が上乗せされると考えられる。

また説明変数をイヌの飼育者（非飼育

者・イヌ以外のペット飼育者・イヌの飼

育者）で運動機能との関連を検討したサ

ブ解析結果においても飼育ペットがイヌ

でなくても運動機能低下者の頻度が低く、

ペット飼育には飼育ペットの種類に関わ

らず本人が飼育していることで世話に係

る身体活動量が増加し運動機能を維持さ

せている可能性が考えられる。 

３．ペット飼育と精神的健康との関連 

本研究ではペット飼育者による認知機能

とうつ傾向との関連は認められなかった

ものの、本人飼育群において良好な主観

的健康感である者の頻度が有意に高く、

逆に家族飼育群において有意に低かった。 

認知機能に関して、施設入所している高

齢者を対象に動物介在療法を用いた介入

研究では認知機能の改善傾向を認めてい

たが統計的有意差は認められず、ペット

飼育による認知機能の改善は未だ報告さ

れていない。ペット飼育と高齢者の認知

機能と関連については今後様々な対象者

や研究デザインによる検討が必要である

と考えられる。 

うつ傾向に関して、先行研究では地域在

住高齢者 2,551 名においてペット飼育の

有無とうつ状態との関連を検討した横断

研究ではペット飼育者は非飼育者よりも

うつ状態が不良であったことが報告され



ている。一方で施設入所中の高齢者に対

して動物介在療法を用いた研究のメタア

ナリシスでは、動物介在療法によってう

つ病の発症リスクが0.87倍になるとの報

告がされており対象者の属性の違いから

一貫した見解が得られていない。そのた

め本研究では、ペットの存在によってス

トレス軽減や社会性の向上といった肯定

的作用だけでなく世話に係る労力や煩わ

しさといった否定的作用の両側面が存在

し、ペット飼育とうつ傾向との関連が認

められなかったのではなかと考えられる。 

主観的健康感に関しては、339 名のオー

ストラリア人を対象に行った電話調査で

はペット飼育者は非飼育者よりも主観的

健康感が高かったことが報告されており、

本調査でも同様の傾向を示した。ペット

飼育という趣味の存在、ペットの世話に

よる身体活動量の増加、コミュニケーシ

ョンの向上といったことが介在し高齢者

の主観的健康感を向上させていた可能性

が考えられる。 

これらのことから、ペット飼育によって

認知機能及びうつとの関連については今

度の検討を要するものの、ペットを高齢

者本人が飼育している場合には主観的健

康感を良好に保つ可能性があることが示

唆された。 

４．ペット飼育と社会的健康との関連 

本研究ではペット飼育者による閉じこも

りとの関連は認められなかったが、社会

活動・交流との関連が認められ本人飼育

群において活発な社会活動である者の頻

度が有意に高かった。 

ペット飼育者は散歩に行く頻度が多く、

余暇活動時間が長く、近隣住民や社会コ

ミュニティとより繋がっていることが知

られている。さらにペット飼育者はペッ

トの飼育用品の購入といった外出する目

的が多く存在するため外出する頻度が高

くなると予測していた。しかし本研究で

は本人飼育群は閉じこもり傾向の者の割

合は小さいものの統計的有意差は認めら

れなかった。 

先行研究で報告されているようにペット

飼育者は飼育していない者よりも社会活

動・交流が活発であることを本研究は支

持している。ペットが介在することで言

語的・非言語的なコミュニケーションが

増加することや、犬の散歩に連れて行く

ことで近所の人とすれ違いざまの挨拶、

道端での会話といった交友関係が良好に

維持される環境が整いやすいと考えらえ

る。 

これらのことからペットを本人が飼育し

ている者はペットとの関わりや世話を通

して社会活動がより活発となっている可

能性が示唆された。 

 

E. 結論 

研究 1：介護予防に関するチラシ配布に

よるポピュレーション介入 

 介護予防に関するチラシを 3 つの方法

によって検討した。その結果、広報誌へ

の折り込みを行った地区で最も見ていた

高齢者が多かった。なお、どのような方



法で配布してもチラシを見ていれば、約

50%の高齢者の意識が変容し、約 35%に

は行動も変容していた。 

研究 2：血清マーカーと要介護認定との

関連 

血糖値は高いことがリスクとなる一方で

LDL コレステロールは低い方がリスク

となること、ヘモグロビンおよびアルブ

ミンも低いことがリスクとなっていた。

腎機能低下が疑われる eGFR<60 でもリ

スクが高まる結果となっていた。 

研究 3: Ｂ町在住高齢者における健診受

診行動に関連する要因 

高齢者の健康受診行動を促進するために

は、本人への働きかけのみならず、周囲

への啓発活動が重要であることが示唆さ

れた。 

研究4: B町高齢者おける身体活動量およ

び強度と基本チェックリストとの関連 

身体活動には性差・年齢階級差・地区差

が存在し、女性よりも男性は身体活動が

少なく、年齢階級が上がるについて身体

活動が減少していた。さらに身体活動（運

動量・歩数・活動時間・活動時間[1-3 

mets]）と基本チェックリスト総得点が

負の相関を示し、4-6mets の活動時間が

短いほど運動機能低下者が増加する傾向

が示唆された。 

研究 5: ペット飼育と身体的・精神的・

社会的健康との関連の横断的評価 

地域に住む高齢者の身体的・精神的・社

会的健康を包括的に維持するための 1 つ

の方法として高齢者本人が「ペット飼育」

を行う事が効果的な役割を果たす可能性

が示唆された。高齢者の健康寿命をより

延伸させていくための様々な方略が検討

される中、ペット飼育が 1 つのアプロー

チ方法となる可能性が示唆された点で意

義があると考える。今後ペットに対する

愛着度に関する情報を用いた検討や追跡

調査による因果関係の解明が必要である

と考える。 
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介護予防に関するチラシ配布によるポピュレーション介入 
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研究要旨 

目的 

本研究の目的は、要介護への一次予防の一つとして、介護予防（健康増進）に関するチラ

シを配布することによる効果を検証することである。本報告では、配布方法の違いによる意

識・行動変容の差異を検討した。 

方法 

3 つの市町に対して、介護予防に関するチラシを①ポスティング、②広報誌への折込み、

③新聞折込みの 3 つの方法によって月に 1 回の頻度で配布した。12 ヶ月間（12 回）の配布

修了後に、郵送によるアンケートを実施した。 

結果 

ポスティングによる配布を行った A 市の分析対象者は 4,819 名（75.8±7.4歳）、広報誌へ

の折り込みを実施した B 市は 6,664 名（74.8±6.8歳）、新聞折り込みを実施した C 町は 2,088

名（77.5±7.9歳）であった。 

ポスティング配布を行った A 市で（1）本介護予防に関するチラシを見ていた高齢者は

44.8%、広報誌への折り込みを行った B 市では 93.7%、広報誌への折り込みを行った C 市

では 31.7%であった。なお、どのような形であってもチラシを見ていれば、約 50%の高齢

者の意識が変容し、約 35%には行動も変容していた。 

結語 

介護予防に関するチラシを 3 つの方法によって検討した。その結果、広報誌への折り込み

を行った地区で最も見ていた高齢者が多かった。なお、どのような方法で配布してもチラシ

を見ていれば、約 50%の高齢者の意識が変容し、約 35%には行動も変容していた。 

 

A. 目的  

本研究の目的は、要介護への一次予防

の一つとして、介護予防（健康増進）に

関するチラシを配布することによる効果

を検証することである。このようなポピ

ュレーション介入はあまり例が無い。昨

年度の報告において、配布地域と非配布

地域を比較した際に、身体活動量が増加

することを報告した。本報告では、配布

方法の違いによる意識・行動変容の  

 

差異を検討した。  

 

B. 研究方法  

3 つの市町に対して、介護予防に関す

るチラシを①ポスティング、②広報誌へ

の折込み、③新聞折込みの 3 つの方法に

よって月に 1 回の頻度で配布した。チラ

シは A4 片面カラーとして、毎月一つの特

集（サルコペニア、認知症、転倒予防な

ど介護予防関連）と当該月に開催してい

る市主催の健康イベントの告知（健康教

室、講演会、検診など）、それに健康に関



する記事を掲載した（図）。  

12 ヶ月間（12 回）の配布修了後に、郵

送によるアンケートを実施して、（1）本

介護予防に関するチラシを見ていたか？

（2）見ていた方のみに、介護予防のチラ

シを見て介護予防に対する意識が変わり

ましたか？（3）見ていた方のみに、介護

予防のチラシを見て生活習慣が変わりま

したか？という項目について調査した。  

 

C. 研究成果  

 ポスティングによる配布を行った A 市

の分析対象者は 4,819 名（75.8±7.4 歳）、

広報誌への折り込みを実施した B 市は

6,664 名（74.8±6.8 歳）、新聞折り込みを

実施した C 町は 2,088 名（77.5±7.9 歳）

であった。なお、ポスティングには 1 戸

1 回あたり 11.3 円、広報誌折り込みでは

4.3 円（折り込み代）、新聞折り込みでは

9.2 円（折り込み代）がそれぞれ必要とな

った（この費用については業者によって

異なるので、あくまで今回の作業による

もの）。  

 ポスティング配布を行った A 市で（1）

本介護予防に関するチラシを見ていた高

齢者は 44.8%であった。その中で、（2）

介護予防のチラシを見て介護予防に対す

る意識が変わった方は 58.5%、さらに（3）

介護予防のチラシを見て生活習慣が変わ

った方は 38.6%となった（表 1）。  

 広報誌への折り込みを行った B 市で

（1）本介護予防に関するチラシを見てい

た高齢者は 93.7%であった。その中で、

（2）介護予防のチラシを見て介護予防に

対する意識が変わった方は 51.8%、さら

に（3）介護予防のチラシを見て生活習慣

が変わった方は 39.9%となった（表 1）。 

広報誌への折り込みを行った C 市で

（1）本介護予防に関するチラシを見てい

た高齢者は 31.7%であった。その中で、

（2）介護予防のチラシを見て介護予防に

対する意識が変わった方は 45.6%、さら

に（3）介護予防のチラシを見て生活習慣

が変わった方は 32.6%となった（表 1）。 

 

D. 考察  

本結果より、どのような形であっても

チラシを見ていれば、約 50%の高齢者の

意識が変容し、約 35%には行動も変容す

ることが示唆された。なお、最も見た方

が多かったのが広報誌への折り込みであ

り、低かったのが新聞折り込みであった。

また、各自治体担当者からは、広報誌中

に記載するよりも、チラシを折り込んだ

方が、様々な事業への参加率が高いとの

報告を受けており、このようなチラシを

用いて継続的に啓蒙活動を実施すること

は重要であると考えられた。  

 

E. 結論  

 介護予防に関するチラシを 3 つの方法

によって検討した。その結果、広報誌へ

の折り込みを行った地区で最も見ていた

高齢者が多かった。なお、どのような方

法で配布してもチラシを見ていれば、約

50%の高齢者の意識が変容し、約 35%に

は行動も変容していた。  

 

F. 健康危険情報  

特筆すべき情報はない。  

 

G. 研究発表  

1）  Yukutake T, Yamada M, Fukutani 

N, Nishiguchi S, Kayama H, 

Tanigawa T, Adachi D, Hotta T, 

Morino S, Tashiro Y, Aoyama T, 

Arai H. Arterial stiffness can 

predict cognitive decline in the 



Japanese community-dwelling 

elderly: A one year follow-up study, 

J Atheroscler Thromb, in press. 

2）  Nishiguchi S, Yamada M, Fukutani 

N, Adachi D, Tashiro Y, Hotta T, 

Morino S, Shirooka H, Nozaki Y, 

Hirata H, Yamaguchi M, Arai H, 

Tsuboyama T, Aoyama T, 

Differential Association of Frailty 

With Cognitive Decline and 

Sarcopenia in 

Community-Dwelling Older Adults, 

J Am Med Dir Assoc, 6:120-4, 2015. 

 

G. 知的所有権取得状況  

1. 特許取得  

 該当なし  

2. 実用新案登録  

 該当なし  

 

H. 知的財産権の出願・登録状況  

なし  

 



表 1: チラシ配布方法の違いによる比較  

 

 



図：配布したチラシ  
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血清マーカーと要介護認定との関連 

 
       分担研究者 山田実 筑波大学 人間系 准教授 

 
研究要旨 

目的 

本研究の目的は血清マーカーと要介護認定との関連性を検証することである。 

方法 

65 歳以上の地域在住高齢者 8114 名を対象に、血清分析およびその後 2 年間の要介護認定発

生を調査した。血清マーカーとしては、アルブミン、血色素量（ヘモグロビン濃度）、中性脂肪、

LDL コレステロール、血糖値、血清クレアチニンを分析し、血清クレアチニンからは eGFR を

求めた。 

結果 

2 年間で 565 名（7.0%）が要介護認定を受けた。要介護認定を受けた 565 名と非認定者であ

った 7579 名のベースライン時の各種パラメーターを比較したところ、年齢、基本チェックリス

ト、BMI、血清アルブミン、血色素量、LDL コレステロール、血糖値、血清クレアチニン、そ

れに eGFR において有意な差を認めた。 

 次に、前期および後期高齢者で層化して同様の分析を行った。前期高齢者において有意差を

認めたのは基本チェックリストおよび血糖値であった。一方後期高齢者においては年齢、基本

チェックリスト、BMI、血清アルブミン、血色素量、血清クレアチニン、eGFR で有意差を認

めた。 

 同様に男女で層化して分析を行った。男性で有意差を認めた項目は、年齢、基本チェックリ

スト、血清アルブミン、血色素量であった。女性では年齢、基本チェックリスト、血清アルブ

ミン、血色素量、LDL コレステロール、血糖値、血清クレアチニン、eGFR で有意差を認めた。 

結語 

血糖値は高いことがリスクとなる一方で LDL コレステロールは低い方がリスクとなること、

ヘモグロビンおよびアルブミンも低いことがリスクとなっていた。腎機能低下が疑われる

eGFR<60 でもリスクが高まる結果となっていた。なお、メタボリックシンドロームの有無は、

どの層でも要介護認定との関連性は認められなかった。 
 
A. 目的 

本研究の目的は血清マーカーと要介護認定と

の関連性を検証することである。 

 

B. 研究方法 

65 歳以上の地域在住高齢者 8114 名を対象に、

血清分析およびその後 2 年間の要介護認定発生

を調査した。血清マーカーとしては、アルブミ

ン、血色素量（ヘモグロビン濃度）、中性脂肪、

LDL コレステロール、血糖値、血清クレアチニ

ンを分析し、血清クレアチニンからは eGFR を

求めた。 

 

C. 研究成果 

2 年間で 565 名（7.0%）が要介護認定を受け

た。要介護認定を受けた 565 名と非認定者であ



った 7579 名のベースライン時の各種パラメー

ターを比較したところ、年齢、基本チェックリ

スト、BMI、血清アルブミン、血色素量、LDL

コレステロール、血糖値、血清クレアチニン、

それに eGFR において有意な差を認めた。 

 次に、前期および後期高齢者で層化して同様

の分析を行った。前期高齢者において有意差を

認めたのは基本チェックリストおよび血糖値で

あった。一方後期高齢者においては年齢、基本

チェックリスト、BMI、血清アルブミン、血色

素量、血清クレアチニン、eGFR で有意差を認

めた。 

 同様に男女で層化して分析を行った。男性で

有意差を認めた項目は、年齢、基本チェックリ

スト、血清アルブミン、血色素量であった。女

性では年齢、基本チェックリスト、血清アルブ

ミン、血色素量、LDL コレステロール、血糖値、

血清クレアチニン、eGFR で有意差を認めた。 

 これらより、年齢および性別によって要介護

への関連要因が異なることが示唆された。全体

的な傾向としては血糖値は高いことがリスクと

なる一方で LDL コレステロールは低い方がリ

スクとなること、ヘモグロビンおよびアルブミ

ンも低いことがリスクとなっていた。腎機能低

下が疑われる eGFR<60 でもリスクが高まる結

果となっていた。図 1-6 にはこれらの値の四分

位で群わけしたもので生存曲線を示した。図

7-8 は、メタボリックシンドロームと要介護認

定との関連性を示したが、これに関しては有意

な関連性は認められなかった。 

 

D. 考察 

本結果より、血糖値の上昇は中年期と同様に

健康リスクとなる一方で、LDL コレステロール

に関しては低いことがリスクとなりうることが

示唆された。また、腎機能低下については、や

はり要介護のリスクファクターとなっていたが、

メタボリックシンドロームに関しては要介護と

の関連性は認められなかった。これらのことよ

り、高齢者の介護予防を考えた際には、血糖値

は十分に考慮すべきではあるものの、生活習慣

病に関連しうる他の指標に関しては、それほど

重要ではないということが示唆された。特に、

サルコペニアやフレイルには低栄養が問題とな

るため、そのような指標が低値に成り過ぎない

ように指導することも重要となる可能性がある。 

 

E. 結論 

血糖値は高いことがリスクとなる一方で

LDL コレステロールは低い方がリスクとなる

こと、ヘモグロビンおよびアルブミンも低いこ

とがリスクとなっていた。腎機能低下が疑われ

る eGFR<60 でもリスクが高まる結果となって

いた。なお、メタボリックシンドロームの有無

は、どの層でも要介護認定との関連性は認めら

れなかった。 

 

F. 健康危険情報 

特筆すべき情報はない。 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

1） Yukutake T, Yamada M, Fukutani N, 

Nishiguchi S, Kayama H, Tanigawa T, 

Adachi D, Hotta T, Morino S, Tashiro Y, 

Aoyama T, Arai H. Arterial stiffness can 

predict cognitive decline in the Japanese 

community-dwelling elderly: A one year 

follow-up study, J Atheroscler Thromb, 

in press. 

2） Nishiguchi S, Yamada M, Fukutani N, 

Adachi D, Tashiro Y, Hotta T, Morino S, 

Shirooka H, Nozaki Y, Hirata H, 

Yamaguchi M, Arai H, Tsuboyama T, 

Aoyama T, Differential Association of 

Frailty With Cognitive Decline and 

Sarcopenia in Community-Dwelling 

Older Adults, J Am Med Dir Assoc, 

6:120-4, 2015. 



 

G. 知的所有権取得状況 

1. 特許取得 

 該当なし 

2. 実用新案登録 

 該当なし 

  

 

 



表 1：各パラメーターの比較 

Mean SD Mean SD d P-value Mean SD Mean SD d P-value Mean SD Mean SD d P-value
年齢 80.8 7.4 76.7 6.5 0.58 0.000 ** 70.7 2.4 70.5 2.3 0.07 0.393 83.7 5.5 81.1 4.8 0.52 0.000 **
基本チェックリスト 6.5 5.0 4.4 4.0 0.48 0.000 ** 3.6 3.6 2.9 3.1 0.21 0.019 * 7.3 5.0 5.2 4.3 0.44 0.000 **
BMI 22.4 3.5 22.8 3.2 0.12 0.006 ** 23.4 3.6 23.0 3.2 0.11 0.230 22.1 3.5 22.6 3.2 0.15 0.001 **
腹囲 82.7 10.0 83.1 9.3 0.03 0.432 84.7 10.2 83.2 9.2 0.16 0.077 82.2 9.9 83.0 9.4 0.08 0.109
血清アルブミン 4.2 0.3 4.3 0.3 0.22 0.000 ** 4.3 0.3 4.3 0.3 0.07 0.472 4.16 0.29 4.21 0.27 0.18 0.000 **
⾎⾊素量 12.6 1.6 13.0 1.4 0.23 0.000 ** 13.2 1.5 13.3 1.4 0.02 0.842 12.5 1.5 12.8 1.4 0.22 0.000 **
中性脂肪 128.9 74.6 132.4 73.3 0.05 0.286 146.0 104.0 139.0 79.5 0.08 0.360 124.5 64.3 128.3 68.8 0.06 0.271
LDLコレステロール 115.9 28.9 120.1 29.7 0.15 0.001 ** 120.5 29.7 124.2 30.3 0.13 0.191 114.5 28.5 117.6 29.1 0.11 0.036
血糖値 112.2 36.3 108.5 34.3 0.10 0.016 * 116.7 44.6 107.3 34.6 0.24 0.005 ** 111.0 33.8 109.3 34.0 0.05 0.299
血清クレアチニン 0.8 0.3 0.7 0.3 0.13 0.003 ** 0.7 0.4 0.7 0.3 0.05 0.615 0.8 0.3 0.7 0.3 0.13 0.007 **
eGFR 68.6 20.8 71.4 17.2 0.15 0.000 ** 77.1 21.8 75.1 16.3 0.10 0.212 66.3 19.9 69.1 17.3 0.15 0.001 **

全体 前期高齢者 後期高齢者
認定者 非認定者 認定者 非認定者 認定者 非認定者
565 7579 115 2887 450 4692

 

Mean SD Mean SD d P-value Mean SD Mean SD d P-value
年齢 79.9 7.3 76.4 6.3 0.52 0.000 ** 81.3 7.4 77.0 6.7 0.62 0.000 **
基本チェックリスト 5.7 4.9 3.9 3.9 0.40 0.000 ** 7.1 5.0 4.7 4.1 0.54 0.000 **
BMI 22.6 3.2 23.0 3.0 0.15 0.024 22.3 3.8 22.6 3.4 0.09 0.087
腹囲 83.3 8.8 84.4 8.4 0.12 0.071 82.4 10.7 82.1 9.8 0.02 0.682
血清アルブミン 4.1 0.3 4.2 0.3 0.27 0.000 ** 4.2 0.3 4.3 0.3 0.19 0.001 **
⾎⾊素量 13.4 1.7 13.7 1.4 0.24 0.000 ** 12.1 1.2 12.4 1.2 0.24 0.000 **
中性脂肪 134.6 88.8 136.7 79.3 0.02 0.709 125.3 63.7 129.4 68.6 0.06 0.291
LDLコレステロール 108.9 29.1 112.9 28.6 0.14 0.049 120.3 27.9 125.1 29.5 0.17 0.003 **
血糖値 117.2 39.4 114.5 40.7 0.07 0.340 108.9 33.9 104.3 28.2 0.15 0.005 **
血清クレアチニン 0.9 0.3 0.9 0.3 0.13 0.063 0.7 0.2 0.6 0.2 0.18 0.001 **
eGFR 68.1 20.7 70.2 16.7 0.11 0.074 68.9 20.8 72.3 17.4 0.18 0.001 **

男性 ⼥性
認定者 非認定者 認定者 非認定者
213 3115 352 4464

 



 
図 1 アルブミンと要介護認定 



 
図 2 アルブミンと要介護認定（層化分析） 



 

図 3 LDL コレステロールと要介護認定 



 

図 4 LDL コレステロールと要介護認定（層化分析） 



 

図 5 eGFR と要介護認定 



 

図 6 eGFR と要介護認定（層化分析） 



 

図 7 メタボリックシンドロームと要介護認定 



 

図 8 メタボリックシンドロームと要介護認定
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Ｂ町在住高齢者における健診受診行動に関連する要因 

-高齢者自身の健診意識と周囲からの健診受診勧奨- 

 

分担研究者  大倉 美佳   京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻 講師 

        荻田 美穂子  京都光華女子大学健康科学部看護学科 講師 

研究協力者  Malinowska Kasia 京都大学医学研究科 大学院生 

       沼田 朋子  香美町役場 健康課副課長 

       中井 寿美  香美町役場 福祉課副課長 

       山本 美樹  香美町役場 福祉課地域包括支援係 理学療法士 

 

研究要旨 

Ｂ町在住高齢者に対して、基本チェックリストを含む、自作の健康・生活実態調査票を用い、郵

送自記式調査を実施し、未回収者に対しては訪問聞き取り調査を行った。郵送回収(73.2％)と訪問

協力(78.8％)を合わせた全体の回収者は 5,094 名(応諾率 94.3％)であった。地域在住高齢者におけ

る健診受診行動に関連する要因として、高齢者自身の健診意識と周囲からの健診受診勧奨のどち

らがどの程度健診受診行動に関連しているのかを明らかにする目的で検討を行った。分析の結果、

高齢者自身の健診意識のオッズ比は約 1.5 倍だったが、周囲からの受診勧奨は約 1.5～2.2 倍であ

った。つまり、高齢者の健康受診行動を促進するためには、本人への働きかけのみならず、周囲

への啓発活動が重要であることが示唆された。但し、健診受診率が全国平均に比べて非常に高値

であるため、高齢者自身の健診意識と周囲からの健診受診勧奨のどちらも、あるいはいずれかが

全国よりも強く影響した可能性は否定できない。 

 

Ａ．研究目的 

健康診査を受診するという行動(以下、健診受

診行動とする)に関する理論として、その疾病に

対する重大性や罹患性による脅威と受診行動

の価値を秤にかけるというヘルス・ビリーフ・

モデル 1)が非常に有名であるが、このモデルは

個人の特定の自覚あるいは考えを重視してい

る点が特徴的である。また、このモデルでは、

その個人の性別や年齢、日頃の健康状態、活動

能力、世帯状況、情報環境、保健医療環境など

が影響すると考えられている 2)。 

未受診に関連する要因について先行研究を

鑑みると、ⓐ基本属性[年齢が高い 3,4)、教育歴

が低い 3)、所得が低い 3)]、ⓑ心理的側面[主観

的健康観が低い 3)、うつ傾向 3)、開放的な性格

5)、健康を過信している 4,6,7) 、将来の楽しみが

ある 7)]、ⓒ生活習慣[多飲 3)、喫煙 3)]、ⓓ治療・

通院なし 3)、あるいは定期的通院中 4,6)が抽出さ

れている。これらの要因はすべて、個人の心理

的要因など内部要因が健診受診行動にむすび

ついているという因果を期待しており、ヘル

ス・ビリーフ・モデルとして説明できる。 



 
 

しかしながら、個人の心理的要因だけでなく、

所属する集団の社会的要因と、保健行動(本検討

では健診受診行動)に関する保健規範(周囲から

どのような健診受診行動をとることを期待さ

れていると信じているかという役割期待)が、健

診受診行動を強く動機づけることを考慮しな

ければならない 8,9)。 

そこで、本検討の目的は、地域在住高齢者自

身が健診をどのように受け止め、意識している

か(以下、健診意識とする)、あるいは家族や近

所など周囲の人々からどのような健診受診行

動をとることを期待されていると信じている

か(以下、周囲からの受診勧奨)のどちらが健診

受診行動にむすびついているのかについて検

討することとした。 

さて、平成 23 年度特定健康診査の未受診者

(以下、未受診者とする)の全国平均は、55.0％

10)と過半数を超えている。また、受診群で

26.3％、未受診群で 30.4％の二次予防事業対象

該当者が存在するという調査結果があり 3)、さ

らに要介護認定のリスク要因の 1 つとして、特

に男性では定期健診受診が少ないことが挙げ

られた 11)。これらの結果から、過半数が未受診

であり、未受診であることがその後のフレイル

のリスク要因になる可能性があると捉えるこ

とができる。さらに、特定健診の受診率が高い

市町村国保ほど、前期高齢者一人当たりの医療

費が低いという調査結果も示されている 12-14）。

つまり、本検討の結果、健診受診行動に関連す

る要因が同定できれば、ひいてはフレイルのリ

スク軽減および医療費削減につながる示唆を

得ることが本検討の意義と考える。 

 

Ｂ．研究方法 

B-1）Ｂ町の概況 

 Ｂ町は、西日本の中央に位置し、日本海側

に面した海と山と川といった多くの自然環境

を有しており、面積は約 350km2 である。松

葉ガニやイカなどの海産物、但馬牛などの特

産物、水産加工業などの地場産業がある。

2013 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳による

人口は 20,112 名、世帯数は 6,827 世帯、高

齢者人口は 6,684 名(高齢化率 33.2％)である。 

B-2）調査対象およびデータ収集方法 

調査対象は、介護保険認定者、入院・施設

入所を除く、Ｂ町在住高齢者 5,401 名とした。

基本チェックリストを含む、自作の健康・生

活実態調査票を用い、郵送自記式調査を実施

し、Ｂ町担当部署宛てに返送を求めた。その

後、郵送調査の未回収者に対しては、調査員

(B 町在住の看護師など)が個別に訪問し、聞

き取り調査を行った。不在の場合は、曜日や

時間帯を変えて最低 3 回は訪問した。 

本検討に用いた健康・生活実態調査の主な

調査項目は、(1)基本属性；性別、年齢、(2)

健診受診の有無、(3)先行研究 4,6,15-17)を参考

に作成した健診意識に関する 13 項目、(4)周

囲からの健診受診勧奨[①健診受診に対する

家族の雰囲気、②健診受診に対する地域の雰

囲気、③近所づきあい] 、(5)治療状況[①治

療中の内科疾患、②健診以外の定期的な血液

検査、③6 ヵ月以内の心臓発作・脳血管疾患

など重症疾患 7 項目]、(6)基本チェックリス

ト 25 項目を用いた判定による二次予防事業

該当者とした。 

B-3）分析方法 

ⓐ健診受診行動について 

平成 22～24 年度の 3 年間の健診受診の有

無の回答を用いて、3 年間のうち 1 回以上受

診ありを[健診受診行動あり]、1 回も受診なし

を[健診受診行動なし]と分類し、従属変数と

した。 

ⓑ健診意識について 

先行研究 4,6,15-17)を参考にした 13 項目につ

いて、何らかの意味的まとまりをもつ潜在変

数を見つけ、まとまりの次元を集約して解釈

ができるように、最尤法・バリマックス回転

による主因子分析を行った。なお、どの因子



 
 

にも負荷量が 0.40 に満たない項目あるいは

重複する因子に 0.40 以上を示す項目を除い

て、因子分析を繰り返すこととした。因子が

抽出された後、各因子を構成する項目の合算

した得点を各因子の得点とした。 

ⓒ健診受診行動に関連する要因の検討につい

て 

健診受診行動を従属変数とし、性別、年齢

を調整し、健診意識(各因子)、周囲からの健

診受診勧奨、治療状況、二次予防事業該当を

独立変数とした多変量ロジステック回帰分析

を行った。なお、各独立変数は、従属変数に

対して positive な方向が大きな値となるよう

に数値を変換した。 

 統計分析には SPSS 22.0 for windows を用

い、5%を有意水準とした。 

B-4）倫理的配慮 

 本研究調査は、京都大学医学研究科・医学

部の医の倫理委員会に申請し、承認された上

で実施した(第 E1457 号)。また、Ｂ町とは共

同研究として契約を交わした。特に、本研究

においては、調査員が対象者宅に訪問し、聞

き取り調査を行うため、研究参加者のプライ

バシー、人権を侵害することのないように努

めて行うことが大切となる。そのため、事前

に十分な打ち合わせを行った後、聞き取り調

査を行った。調査結果は、性別・年齢等の個

人が特定出来る最小限の情報のみが付加され

た状態で、データ分析担当者に搬送するとと

もに、暗号化したデータ保管を行い、研究過

程において個人情報が漏洩することはないよ

うに努めた。 

 

Ｃ．結果 

C-1）回収データ 

 郵送回収者数は 3,952 名(回収率 73.2％)で

あった。郵送調査の未回収者 1,449 名を訪問

調査の対象者とした聞き取り調査を行った結

果、訪問調査協力者は 1,142 名(回収率

78.8％)であった。郵送回収と訪問協力を合わ

せた全体の回収者は 5,094 名(回収率 94.3％)

であった。本分析に用いた質問項目にすべて

回答した 3,136 名(有効回答率 61.6％)を有効

回答とした。 

C-2) 基本属性 

 [健診受診行動あり]の割合は、男性では

786/1,437 名(54.7％)、65-69 歳 216/389 名

(55.5％)、70-74 歳 220/359 名(61.3％)、75-79

歳 180/328 名(54.9％)、80-84 歳 124/240 名

(51.7％)、85-89 歳 40/99 名(40.4％)、90 歳以

上 6/22 名(27.3％)、女性では 897/1,699 名

（54.5％）、65-69 歳 266/408 名(65.2％)、

70-74 歳 275/429 名(64.1％)、75-79 歳

207/388 名(53.4％)、80-84 歳 110/270 名

(40.7％)、85-89 歳 32/160 名(20.0％)、90 歳

以上 7/44 名(3.1％)であった。 

    
 

表 1．健診意識 13 項目の主因子分析の負荷量                  (n=3,136) 

健診意識項目内容 因子 1 因子 2 因子 3 共通性 

自分の健康には自信があり，健診を受ける必要性はない 0.595 0.106 0.165 0.393 

血液検査などを受けるのが嫌いである 0.589 0.196 0.210 0.430 

今さら(この年齢になって)，健康状態を知っても仕方ない

と思う 
0.585 0.150 0.208 0.408 

健診を受けることは，面倒である 0.581 0.232 0.222 0.440 

忙しい・受ける時間を確保できない 0.548 0.357 0.011 0.428 



 
 

悪い結果を言われるのが怖い・嫌 0.514 0.264 0.026 0.334 

受けるつもりだったが，忘れていた 0.429 0.263 -0.080 0.260 

健診日程が合わせにくい 0.230 0.703 0.067 0.551 

自己負担額が高い 0.191 0.658 0.077 0.475 

健診の所要時間が長い 0.298 0.634 0.048 0.493 

健診場所が行きにくい・交通手段が乏しい・不便である 0.194 0.585 0.132 0.398 

自分の健康状態を知ることができる 0.178 0.115 0.885 0.828 

病気を早期に発見し，適切な治療を受けることができる 0.171 0.086 0.884 0.818 

寄与率 18.50 16.03 13.58 48.11 

Cronbach's α 0.721 0.682 0.879  

最尤法 (Kaiser の正規化を伴うﾊﾞﾘﾏｯｸｽ法) 
 
 
C-3）健診意識の因子分析 
 健診意識 13 項目について、最尤法・バリマッ

クス回転による主因子分析を行った結果を表 1
に示す。スクリー・プリットによる固有値の変

化は、第 1 固有値と第 2 固有値、第 2 固有値と

第 3 固有値、第 3 固有値と第 4 固有値の間で大

きかったが、因子解釈可能性から 3 因子解を選

択した。どの因子にも負荷量が 0.40 に満たない

項目あるいは重複する因子に 0.40 以上を示す

項目はなかった。第 1 因子は、[自分の健康には

自信があり、健診を受ける必要性はない][今さら

(この年齢になって)、健康状態を知っても仕方な

いと思う][健診を受けることは，面倒である]な
ど 7 項目において負荷量が高く、「個人的価値」

と命名した。第 2 因子は、 [健診日程が合わせ

にくい][健診場所が行きにくい・交通手段が乏し

い・不便である]など 4 項目で負荷量が高く、『利

便性』と命名した。第 3 因子は、[自分の健康状

態を知ることができる][病気を早期に発見し，適

切な治療を受けることができる]の2項目で負荷

量が高く、『健康管理』と命名した。これら 3 因

子の累積寄与率は、48.1％であった。また、こ

れらの因子に負荷の高い項目を用いて、項目合

算点からなる尺度得点を算出した場合、

Cronbach's α 係数は、『個人的価値』が 0.721、
『利便性』が 0.682、『健康管理』が 0.879 であ

った。 
C-4) 健診受診行動に関連する要因の検討 
健診受診行動を従属変数とし、性別、年齢を

調整し、健診意識、周囲からの健診受診勧奨、

治療状況、二次予防事業該当を独立変数とした

多変量ロジステック回帰分析を行った結果を表

2 に示す。 
高齢者自身の健診意識のオッズ比は 3 因子と

も約 1.5 倍だった。一方、周囲からの受診勧奨

については、家族の雰囲気約 2.2 倍、地域の雰

囲気約 2 倍、近所づきあい約 1.5 倍であった。 
また、内科治療中であること、重症疾患を有

することとの関連は認められなかったが、健診

以外の定期的な血液検査がある場合は 1.3 倍健

診受診行動と関連があった。 
さらに、二次予防事業該当者であることは、

2.3 倍健診受診行動と関連が認められた。 

 
 

表 2．健診受診行動ありを従属変数とした多変量ロジステック回帰分析      (n=3,136) 

独立変数および共変量 OR ( 95% CI ) 

健康意識 
       



 
 

 
因子 1［個人的価値］(ref:Negative) 1.54  ( 1.29 - 1.84 ) 

 
因子 2［利便性］(ref:Negative) 1.42  ( 1.20 - 1.69 ) 

 
因子 3［健康管理］(ref:Negative) 1.42  ( 1.21 - 1.68 ) 

健診受診勧奨 
      

 
健診受診に対する家族の雰囲気 (ref:Bad) 2.24  ( 1.61 - 3.12 ) 

 
健診受診に対する地域の雰囲気 (ref:Bad) 1.97  ( 1.32 - 2.94 ) 

 
近所づきあい (ref:Bad) 1.40  ( 1.03 - 1.88 ) 

個人特性 
       

   治療状況 
      

 
治療中の内科疾患(ref:治療なし) 0.65  ( 0.55 - 1.77 ) 

 
健診以外の定期的な血液検査(ref:なし) 1.34  ( 1.12 - 1.61 ) 

 
重症疾患 7 項目(ref:いずれかに該当あり) 1.04  ( 0.86 - 1.26 ) 

   二次予防事業該当者 
      

 
非該当(ref:いずれか 1 つ以上に該当あり) 2.33  ( 1.72 - 3.16 ) 

多変量ロジステック回帰分析  調整因子：性別、年齢 
 
 
Ｄ．考察 
D-1）[健診受診行動あり]の割合 
平成 23 年度特定健康診査の受診率の全国平

均は、45.0％10)であった。特定健診の対象年齢

は 40～74 歳までのため、壮年期層が含まれて

おり、年齢が上がるにつれて受診率が上がる傾

向であることに留意する必要があるが、Ｂ町の

前期高齢者の健診受診率 59.1％は、全国に比べ

て高値と言ってよいだろう。また、後期高齢者

健診の全国平均受診率は、平成 20 年度から年々

1％ずつ上昇し、平成 23 年度は 24％であるが 18）、

Ｂ町は 46.6％と約 2 倍高かった。 
 つまり、アウトカム指標にした健診受診率が

全国平均に比べて非常に高値であるため、関連

要因とした高齢者自身の健診意識と周囲からの

健診受診勧奨のどちらも、あるいはいずれかが

全国よりも強く影響した可能性は否定できない。 
また、壮年期層の調査であるが、健診連続未

受診者であっても過半数以上に受診する意思が

あったとする報告がある 15）。しかしながら、Ｂ

町では[健診受診行動あり]の者は、次年度の健診

の受診予定 79.5％、どちらかといえば受診予定

6.7％であったが、[健診受診行動なし]の者は、

次年度の健診の受診予定 12.4％、どちらかとい

えば受診予定 9.7％と非常に低値であった。これ

らの違いが、高齢者の特性によるところなのか、

Ｂ町の地域特性によるところなのかについては、

本分析からは定かにできない。 
D-2）健診意識 
健診意識について 3 つの下位尺度で全体の分

散の約半分(累積寄与率 48.1％)を説明できてお

り、因子構造は明確であり、また Cronbach's α
係数の値から、信頼性の高さは十分に確認され

たといえよう。つまり、高齢者自身の健診意識

の下位尺度として活用することに支障はないと

捉えることができる。 
本分析においては、高齢者自身の健診意識と

周囲からの受診勧奨との関連の強さを検討する

ことが主目的であるため、これまでの研究
4,6,15-17)のように健診意識の各質問項目での分析

に留まることなく、集約された次元の合成変数

を用いて、他の変数との検討を行うことが容易

にできるようになったことに意味がある。 
D-3）健診受診行動に関連する要因の検討 
 高齢者自身の健診意識と周囲からの受診勧奨

のいずれも健診受診行動の関連要因と同定され

たが、前者にくらべて後者の方がオッズ比は高

かった。この結果は、ソーシャルサポートやソ

ーシャルネットワークが高いことが健診受診行

動と関連があるという先行研究 19)と一致してい

る。特に、特定高齢者の候補者の健診受診に対

して社会的ネットワークが間接的に効果を認め



 
 

られたとする結果 20)に基づき、本データにおい

て二次予防事業該当者を層化して分析を行った。 
[二次予防事業非該当者]では、近所づきあい、重

症疾患 7 項目に、[二次予防事業該当者]では、

健診以外の定期的な血液検査、重症疾患 7 項目

に有意差は認められなかった。また、[二次予防

事業非該当者]に比べて[二次予防事業該当者]で
は、健診受診に対する家族の雰囲気のオッズ比

が少し高く、反対に個人的価値、健診受診に対

する地域の雰囲気のオッズ比が少し低かった。

つまり、Ｂ町においては、先行研究 18)ほど特有

とはいえないが、社会的活動の頻度や範囲が少

なくなることが想定される[二次予防事業該当

者]にはより身近な家族や近所というソーシャ

ルサポートからの受診勧奨が有効と言えよう。 
 内科疾患による治療中であることや重症疾患

を有するかどうかといった治療状況を調整して

もなお、健診以外の定期的な血液検査をしてい

ることが健診受診にむすびついていた。 
また、二次予防事業対象者であるかどうかに

ついては、先行研究で介護予防健診の不参加の

要因となっていた、IADL17,21）、歩行能力 17）、

認知機能 17,21）を包括的に網羅した指標と捉える

と、結果は一致すると考えられる。年齢が上が

るにつれて二次予防事業対象者が増すことを考

えると、特に後期高齢者に対する健診実施の在

り様について早急に検討が必要と考える。 
 
Ｅ．結論 
 Ｂ町在住高齢者における健診受診行動に関連

する要因として、高齢者自身の健診意識は約 1.5
倍のオッズ比だったが、周囲からの受診勧奨は

約 1.5～2.2 倍であった。高齢者の健康受診行動

を促進するためには、本人への働きかけのみな

らず、周囲への啓発活動が重要であることが示

唆された。 
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研究要旨 

B町における高齢者の身体活動量および強度の特徴を把握するために、1)B町高齢者の性・年齢階

級・地区別の身体活動状況、2)身体活動と基本チェックリスト25項目総得点との関連、3)身体活動

とフレイルとの関連の3点を明らかにすることを目的とした。 2015年1月-2月の期間にB町内の介

護予防教室参加者107名に対し身体活動の測定を行った。身体活動の評価にはライフコーダGS（S

UZUKEN）を用いられた。対象者の基本属性及び基本チェックリスト25項目該当の有無はB町高

齢者コホート研究データを利用した。分析では運動量(kcal)、総消費量(kcal)、歩数(歩)、活動時間

(分)、活動強度別時間(分)の項目について最も活動した日と測定期間の平均別に算出し、性・年齢階

級・地区別の記述、基本チェックリスト総得点との関連を散布図に示し相関係数を算出した。さら

に、平均歩数および平均活動時間の四分位による基本チェックリスト得点10項目以上および各ドメ

イン該当者の保有割合の記述を行った。その結果、対象者全体の運動量（中央値）は75kcal、総消

費量は1,397kcal、歩数は3,862歩、活動時間は42.0分であり、強度別の活動時間では1-3metsで最

も長く37.4分となっていたが4-6metsと7-9metsの活動時間はほとんど無かった。男性は女性よりも

身体活動が少なく、年齢階級が上がるごとに身体活動が減少しており、地区により身体活動は異な

った。また、運動量・歩数・活動時間は基本チェックリストと負の相関が認められた（それぞれ相

関係数r=-0.32, -0.32, -0.33）。さらに、基本チェックリストの運動機能・口腔機能・うつ傾向に関

しては、歩数および活動時間が少ないと該当者の保有割合が高く、特に4-6 metsの活動時間が短い

ほど運動機能低下者が増加する傾向がみられた。 

B町高齢者の介護予防教室参加者においては、1)身体活動には性・年齢階級・地区別で傾向が異

なり、2)身体活動と基本チェックリスト25項目総得点とは負の相関を示し、3)4-6metsの活動時間

が短いほど運動機能低下者が増加する傾向が示唆された。 
 
A. 目的  

 筋力やバランス練習など含めた運動介入は

高齢者のフレイルや転倒および転倒受傷を減

少させる効果が報告されている 1)。そして、

介護予防教室の取り組みにおいてもトレーニ

ングを主体とした運動教室や転倒予防教室が

多く開催されている。  

しかしながら、高齢者の場合は歩数計など



で評価される身体活動量だけでなく日常生活

動作を含めた低負荷の活動についても評価し、

年齢に応じた活動内容や時間などの処方が求

められる。  

そこで、本研究では B 町における高齢者の

身体活動量および強度を把握し、以下 3 点の

ことを明らかにすることを目的とした。  

1) B 町高齢者の性・年齢階級・地区別の身

体活動量および強度を記述する。  

2) 身体活動量および強度と基本チェックリ

スト 25 項目総得点との相関を検討する。 

3) 身体活動量および強度とフレイルとの関

連を検討する。  

 

B. 方法  

1. B 町の概況および B 町高齢者コホート研

究データの概要  

 B 町は西日本の中央に位置し、日本海側に

面した海と山と川といった多くの自然環境を

有しており、面積は約 350km2 である。松葉

ガニやイカなどの海産物、但馬牛などの特産

物、水産加工業などの地場産業がある。また、

B 町は a 地区、b 地区、c 地区の 3 地区に地

域自治区が分かれている。a 地区は本庁を含

めた公共施設が多く、海が近く水産加工会社

が立ち並ぶ。b・c 地区は山間部に位置し、多

くの棚田があり農業や林業をしているものが

多い。また冬季は積雪が多い地区となる。

2013 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳による

人口は 20,112 名、世帯数は 6,827 世帯、高

齢者人口は 6,684 名(高齢化率 33.2％)である。 

 B 町高齢者コホート研究は、2013 年 3 月

31 日時点で介護認定を受けている 1199 名お

よび入院や施設入所している 68 名を除外し

た 5,417 名を対象に悉皆調査が実施された。

調査はまず郵送法により行われ、郵送回収者

数は 3,952 名(回収率 73.0％)であった。次に

郵送調査の未回収者 1,449 名を対象に訪問に

よる聞き取り調査を行った結果、訪問調査協

力者は 1,142 名(回収率 78.8％)であった。郵

送回収と訪問協力を合わせ、B 町高齢者コホ

ート研究参加者は 5,094 名(回収率 94.1％)と

なった。  

ベースライン調査項目には、ⓐ基本チェッ

クリスト 25 項目、ⓑ生活実態(住居構造、家

族構成、交通の利便性や医療圏・生活圏など)、

ⓒ主観的な健康観や健康に対する受け止め方、

ⓓ未受診の理由や健診に対する考え方を含む

調査と、健康診査データが含まれる。 

 

2. データ収集方法  

本研究では B 町高齢者コホート研究データ

を用いた。ベースラインデータのうち基本属

性・基本チェックリスト 25 項目のデータを

利用した。  

客観的身体活動については 2015 年 1 月～2

月の期間に B 町高齢者コホート研究対象者に

対し生活実態調査の一環として身体活動の測

定を行った。身体活動の測定は町内の介護予

防教室開催時に行われ、評価にはライフコー

ダ GS（SUZUKEN）を用いた。装着方法及

び測定方法は介護予防教室内で介護予防教室

に従事するトレーニングを受けたスタッフよ

り説明され、その日から次回教室までの 14

～15 日間を測定期間とした。分析には装着初

日と最終日を除外した 11～13 日間の平均と

最も活動した日のデータを用いた。なお、1

日 50 歩未満の日は未装着として扱い、平均

の計算からは除外した。評価項目には運動量

(kcal)、総消費量(kcal)、歩数(歩)、活動時間(分)、

活動強度別時間(分)を採用した（添付資料）。 

 

3. データ分析方法  

まず、性・年齢階級・地区別に身体活動（運

動量・総消費量・歩数・活動時間・活動強度

別時間）を記述した。次に、平均身体活動量

および強度別平均活動時間と基本チェックリ

スト 25 項目の総得点との関連を散布図に示



し、相関係数を算出した。身体活動量および

強度とフレイルとの関連については、平均歩

数・平均活動時間・4-6Mets の活動時間を 4

分位にし、厚生労働省が介護予防事業の二次

予防対象者をスクリーニングするために推奨

している基本チェックリスト 20 項目中の 10

項目以上および各ドメイン該当者（ただし栄

養に関する項目は該当者がほとんどいなかっ

た為、本研究では検討除外）の保有割合を記

述した。  

 

4. 倫理的配慮  

本研究は、京都大学大学院医学研究科・医

学部および医学部附属病院医の倫理委員会の

承認のもとに実施された（承認番号 E-1457）。

調査結果は住所･氏名等個人が容易に特定さ

れるデータを除いた匿名化データとして調査

協力自治体よりデータ分析担当者に送付され

た。また，個人情報を含むデータおよび対応

表は，調査協力自治体で保管された。  

 

C. 結果  

1. 本研究対象者の概要  

 本研究期間に身体活動の測定を行うことが

できた者は 107 名で、そのうち認知機能の低

下によってライフコーダ GS の装着が適切に

できていなかった者および明らかに身体活動

が測定できていなかった者 2 名を除き、B 町

高齢者コホート研究ベースラインデータと突

合できた 86 名を解析対象とした。さらに身体

活動と基本チェックリストとの関連の検討に

は基本チェックリスト 25 項目いずれにも欠損

のなかった 68 名を解析対象とした。  

 

2. 性別・年齢階級別・地区別の身体活動  

 全体の身体活動について表 1 に示した。最

も活動した日の歩数の中央値（四分位範囲）

は 6,897（4,040-9,826）歩で、活動時間の中

央値（四分位範囲）は 75.8（47.0-110.0）分

であった。活動した日の平均では、歩数の中

央値（四分位範囲）は 3,862（2,184-6,023）

歩で、活動時間の中央値（四分位範囲）は 42.0

（24.3-68.9）分であった。また強度別に活動

時間をみると 1-3mets の活動強度時間が最も

長く中央値（四分位範囲）が 37.4（21.4-61.5）

分となっていた。一方で 4-6mets の身体活動

は１日に数分程度であり、7-9mets の身体活

動はほとんど皆無であった。  

性別の身体活動について表 2 に示した。最

も活動した日の身体活動と活動した日の平均

のどちらにおいても女性の方が男性より長時

間身体活動を行っており、運動量の消費カロ

リーも多かった。しかし活動した日の平均の

活動強度でみると性別に関わらず 4-6mets・

7-9mets の身体活動はほとんど行われていな

かった。  

年齢階級別の身体活動について表 3 に示し

た。最も活動した日と活動した日の平均の身

体活動のどちらにおいても年齢階級が上がる

につれて減少傾向を示していた。活動した日

の平均の活動強度別活動時間では 1-3mets の

身体活動で年齢階級が上がるにつれて緩やか

に減少しているのに対し、4-6mets の身体活

動は 64-74 歳と 75-84 歳を境に急激に減少し

ていた。  

地区別の身体活動について表 4 に示した。a

地区と b 地区は最も活動した日と活動した日

の平均のどちらにおいても身体活動に大きな

差はみられなかった。一方、c 地区は運動量・

総消費量・歩数・活動時間が他の地区より突

出しており、特に最も活動した日の運動量・

歩数・活動時間が他の地区の 2 倍近くであっ

た。しかしながら、4mets 以上の活動時間す

べての地区で同程度であった。  

 

3. 身体活動と基本チェックリスト総得点と

の相関  

 活動した平均データにおける運動量・総消



費量・歩数・活動時間・強度別[1-3 mets, 4-6 

mets, 7-9 mets]活動時間と基本チェックリス

ト総得点との関連を図 1-6 に示した。身体活

動のうち、平均運動量・平均歩数・平均活動

時間・1-3 mets の平均活動時間と基本チェッ

クリスト総得点は弱い相関を示し（それぞれ

相関係数 r=-0.32, -0.32, -0.33, -0.30）、平均運

動量・平均歩数・平均活動時間が減少するに

つれて基本チェックリスト得点が高かった。

一方で平均総消費量・4-6 および  7-9 mets の

平均活動時間については基本チェックリスト

総得点との相関は極めて弱かった（それぞれ

r=-0.25, -0.22, -0.25）。  

 

4. 身体活動とフレイルとの関連  

平均歩数を四分位（第 1 四分位点：2,184

歩、第 2 四分位点：3,862 歩、第 3 四分位点：

6,023 歩）で 4 群に分類し、身体活動との関連

を図 8-13 で示した。基本チェックリスト得点

10 項目以上・閉じこもり・認知機能・うつに

関しては歩数四分位による 4 群での保有割合

に一定の傾向は確認できなかった。一方、運

動機能・口腔機能・うつ傾向に関しては歩数

が少ないと保有割合が高かった。  

次に平均活動時間を四分位（第 1 四分位点：

24.3 分、第 2 四分位点：42.0 分、第 3 四分位

点：68.9 分）で 4 群に群分けし、身体活動と

の関連を図 14-19 で示した。基本チェックリ

スト得点 10 項目以上・閉じこもり・認知機能

に関して活動時間四分位による 4 群での保有

割合に一定の傾向は確認できなかった。しか

し運動機能・口腔機能・うつ傾向に関しては

活動時間が短いと保有割合が高かった。  

最後に 4-6Mets の活動時間を四分位（第 1

四分位点：0.4 分、第 2 四分位点：3.1 分、第

3 四分位点：7.5 分）でそれぞれ 4 群に群分け

し、身体活動との関連を図 20-25 に示した。

基本チェックリスト得点 10 項目以上・口腔機

能・閉じこもり・認知機能・うつ傾向に関し

て活動時間四分位による 4 群での保有割合に

一定の傾向は確認できなかった。しかし運動

機能に関しては活動時間の減少とともに保有

割合が増加する傾向を示していた。  

D. 考察  

1．B 町高齢者の身体活動  

B 町高齢者において活動した日の平均の歩

数は 4,000 歩弱（男性：1,842 歩 , 女性：4,110

歩）であり、最も活動した日の歩数は約 7,000

歩（男性：5,093 歩 , 女性：7,009 歩）であっ

た。また活動した日の活動時間は 42.0（男性：

21.3 分 , 女性：42.0 分）であった。  

健康日本 21（第二次）の国民の健康増進の

総合的な推進を図るための基本的な方針によ

ると 2)、65 歳以上の国民の目標歩数は男性で

7,000 歩以上、女性で 6,000 歩以上となってお

り、さらに平成 22 年度の 65 歳以上の高齢者

における歩数の代表値は男性で 5,628 歩、女

性で 4,584 歩であることが報告されている。B

町高齢者は男女共に全国の高齢者集団より歩

数が少なく、特に男性においてその傾向が顕

著である。そして、最も活動した日の歩数お

よび活動時間と活動した平均の歩数および活

動時間の差が大きいことより、身体能力が維

持されていたとしても、日常において動く機

会が極端に少ないことが推察される。その理

由として本研究で用いた身体活動データは冬

期に行われた調査によるものであり、特に山

間部においては積雪のため田畑仕事や、スー

パーや郵便局へ行くといった日常活動などの

住民が徒歩で外出する機会を失っていること

が考えらえる。また活動時間は女性が男性よ

りも 2 倍近く長くなっているが、女性は家庭

で家事などの軽度な身体活動を行っているた

めに比較的活動時間が長くなっている可能性

がある。活動強度別に見ると 4 mets 以上の身

体活動は男女共にほとんど行っておらず女性

は家事を行うことで男性よりも多く歩き、活

動時間が長くなったと考えられる。  



年齢階級別での身体活動は年齢階級が上昇

するにつれて減少傾向であった。高齢になる

につれて筋力低下や作業能力低下による日常

生活動作能力の低下や、外出頻度の低下、さ

らに家庭内での役割の減少・消失に伴い歩数

や活動時間が減少することは当然の結果であ

ると考えられる。  

 

2．身体活動・強度と基本チェックリスト  

との相関  

 身体活動と基本チェックリスト得点とは弱

いながらも相関しており、身体活動量の減少

は基本チェックリストの該当項目の増加と関

連することが示唆された。身体活動が増加す

ると身体機能の維持だけでなく認知機能の維

持 3)やうつ病予防 4)、閉じこもり予防 5)となる

ことが報告されている。高齢者においても身

体活動が多様な健康側面に関わっているため、

本研究においても身体活動量と基本チェック

リスト得点が相関していたのだと考えられる。

また身体活動の運動量・歩数・活動時間に関

しては互いに強く相関していたため各々の基

本チェックリスト得点との相関が同程度であ

り、一方で、総消費量はその人の基礎代謝量

を反映しており、分布が小さかったことから

相関が認められなかったのではないかと考え

られる。  

 

3．身体活動・強度とフレイルとの関連  

 歩数・活動時間・4-6Mets の活動時間の四

分位と基本チェックリスト得点 10 項目以上

及び各ドメイン該当者の保有割合には、一定

の傾向はほとんど確認できなかったものの、

4-6mets の活動時間が減少すると運動機能低

下者の割合は増加する傾向が確認できた。  

4-6mets 程度の身体活動はウォーキングや

軽度のスポーツ、庭仕事といった外出に伴う

中等度の身体活動レベルであり、1 日に推奨さ

れる中等度の身体活動時間は男性で 20 分、女

性で 15 分と報告されている 7)。B 町高齢者に

おいては中等度の身体活動時間は約 3 分と短

いものの、その中でも中等度の身体活動が短

くなるにつれて運動機能低下者が増加する傾

向を示していたことから、高齢者の運動機能

は中等度の身体活動時間の影響をより強く受

けている可能性が考えられる。  

 

4．研究の限界  

本研究には 3 つの限界がある。  

まず 1 つ目に、本研究では 2015 年 1-2 月の

期間に町内の介護予防教室に参加した者のみ

を対象として調査をしているため、選択バイ

アスが存在していると考えられる。そのため

調査対象者を性・年齢階級・地区別で記述し

出来る限りバイアスの影響を可視化すること

に努めたが、介護予防教室に参加していなか

った者への調査ができていなかったため、今

後は介護予防教室の参加理由の把握や介護予

防教室に非参加・不参加であった同年齢層の

高齢者への調査を実施する必要がある。  

2 つ目の限界として、本調査は 1-2 月に実施

していることから調査結果は気候の影響を大

きく受けていることが考えられる。B 町は日

本海側に面している地域のため冬季には積雪

や路面の凍結によって外出が制限されること

や寒さのために活動制限が考えられる。その

ため本研究結果は冬季の身体活動を評価して

いるだけであり、今後は他の季節にも同様の

検討を行う必要がある。  

最後の限界として、身体活動測定機器の精

度管理を十分に行えていないことが挙げられ

る。本研究対象者には介護予防教室参加時に

装着方法や測定方法を実技指導しているが、

調査期間中に対象者が適切に測定しているか

把握できていない。しかし測定が明らかにで

きていないデータ（記録歩数が 50 歩未満）や

認知症の疑いがあった者は分析からは除外す

るなど可能な限り精度管理に努めた。  



 

E. 結語  

本研究は B 町高齢者コホート研究対象者の

うち 2015 年 1-2 月の期間に介護予防教室に参

加した 107 名に対し生活実態調査の一環とし

て身体活動を客観的に評価した。その結果、

身体活動には性差・年齢階級差・地区差が存

在し女性よりも男性は身体活動が少なく、年

齢階級が上がるについて身体活動が減少して

いた。さらに身体活動（運動量・歩数・活動

時間・活動時間[1-3 mets]）と基本チェックリ

スト総得点が負の相関を示し、4-6mets の活

動時間が短いほど運動機能低下者が増加する

傾向が示唆された。今後は介護予防教室に非

参加・不参加者であった者への調査や、四季

の変化に合わせた経時的な調査を実施し上で

の検討が必要である。  
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結果見方 

 

 こんにちは、看護師の香美子です。皆様には調査にご協力いただき大変感謝しております。今回

は２週間のあいだ万歩計をつけてもらった結果のお返しをします。結果の読み方について解説して

いますので表面のご自身の結果と見比べながら読んでください。 

 棒グラフは１日ごとの活動した合計時間（分）を、折れ線
グラフは１日ごとの歩いた距離（km）を表しています。 
 

棒グラフが１日ごとの運動量（カロリー）を、折れ線グラフは
１日ごとの歩数を表しています。 
 
    ★１日の目標歩数：男性 6,700 歩、女性 5,900 歩★ 
     およそ１時間程度の散歩で目標歩数を達成すること 
    が可能となります。 

こちらの２種類の結果は、 
上の結果が、身体活動の週ごとの平均値 
下の結果が、身体活動の曜日ごとの平均値を 
                 表しています。 
 
    ご自身の身体活動のパターンがわかります。 
 

 
活動の種類によって、その強さは変わってきます。 

 厚生労働省によると、何らかの
身体活動を毎日 40 分行うことが
推奨されています。現在の活動強
度を参考に活動の回数を増やし
たり、少し強度を上げた活動をご
自身のペースで取り入れたりし
てみましょう。 

 

◆強い運動（7-9 mets） 
 ジョギング、山登り、雪かき 等 
◆速歩運動（4-6 mets） 
 散歩、ラジオ体操、畑仕事 等 
◆歩行運動（1-3 mets） 
 家事、ストレッチ、編み物、将棋 等 
 

今回測定した２週間の平均歩数と、平
均活動時間を表しています。今後のご
参考にしてください。 



厚生労働科学研究費補助金（長寿科学総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

ペット飼育と身体的・精神的・社会的健康との関連の横断的評価 

 

         分担研究者  宮松 直美  滋賀医科大学臨床看護学講座 教授 

         研究協力者  片寄 亮    滋賀医科大学大学院医学系研究科 大学院生 
 

研究要旨 

 B町に在住する65歳以上高齢者を対象にペット飼育と身体的・精神的・社会的健康との関連を横

断的に検討することを本研究の目的とした。B町高齢者コホートベースライン悉皆調査に協力が得

られた5,094名（応諾率94.3％）のうち、直近の重症疾患歴や入院歴があった者、さらに主要変数

に欠損のあった者を除外した3,350名を本研究の解析対象者とした。主要評価指標はペット飼育項

目（飼育の有無・飼育者）、基本チェックリスト25項目、主観的健康感、社会活動･交流関連3項目

（友人宅訪問・ボランティア活動・地域活動）とした。応答変数として身体的健康を運動機能、精

神的健康を認知機能・うつ傾向・主観的健康感、社会的健康を閉じこもり傾向・社会活動と定義し

た。説明変数は「ペット飼育者（飼育していない・家族飼育・本人飼育）」とし、飼育していない

群を参照水準とした各応答変数（運動機能低下あり・認知機能低下あり・うつ傾向あり・良好な主

観的健康感・閉じこもり傾向あり・活発な社会活動･交流）のオッズ比及び95％信頼区間を性・年

齢・調査方法（郵送･訪問）・慢性疾患の有無・運動制限の有無を調整した多重ロジスティック回

帰モデルを用いて算出した。その結果、解析対象者の約6割が女性、平均年齢±標準偏差は75.4±6.9

歳（後期高齢者は約半数）であり、ペットの飼育割合は全体で638名（19.0%）であった。ペット

飼育による各応答変数の該当頻度は⑴運動機能低下者は本人飼育群で0.70倍、⑵良好な主観的健康

感である者は本人飼育群で1.43倍、家族飼育群で0.72倍、⑶活発な社会活動である者が本人飼育群

で1.33倍であることが示された。しかし認知機能及びうつ傾向との関連は認めなかった。これらの

結果は対象者を70歳以上の者・慢性疾患があった者・同居者がいた者に限定したサブ解析、さらに

説明変数をイヌの飼育者（非飼育者、イヌ以外のペット飼育者、イヌ飼育者）としたサブ解析（運

動機能のみ）においても主解析結果と同様の傾向を示した。 

 B 町高齢者においてペットの世話を自ら行っている者は運動機能・主観的健康感・社会活動･交

流が良好に維持されている可能性が高いと考えられる。そのため地域在住高齢者の身体的・精神

的・社会的健康を包括的に維持させていくために「ペット飼育」が効果的な役割を果たす可能性

が示唆された。 
 
 
A. 目的  

近年は平均寿命の延伸率が健康寿命の延伸

率を超えており、その差が年々広がっている

1)。高齢者の生活の質を維持させるためには

健康寿命を今後より延伸させるための取り組

みが必要である。高齢者は加齢による身体的

な変化だけでなく、精神状態や機能の変化、

さらに高齢者を取り巻く社会環境の変化が著



しい世代であるため、高齢者の健康を維持す

るためには「身体的にも精神的にも社会的に

も健康状態が満たされた状態」を維持すると

いう観点が重要であると考えられる。  

そこで本研究では高齢者の身体的・精神

的・社会的健康それぞれを良好に維持させる

作用を保有すると考えられる要因の 1 つであ

る「ペット飼育」に焦点を当て、以下 3 点を

明らかにすることを目的とした。  

1. ペット飼育と身体的健康としての運動

機能との関連  

2. ペット飼育と精神的健康としての認知

機能・うつ傾向・主観的健康感との関連  

3. ペット飼育と社会的健康としての閉じ

こもり傾向・社会活動との関連  

 

B. 方法  

１．対象者  

 B 町高齢者コホート研究のベースライン悉

皆調査（対象者 5,417 名）に参加した 5,094

名（回収率 94.1％）のうち 6 ヶ月以内の循環

器疾患の既往歴、重症高血圧症の既往歴、糖

尿病性の視覚障害・腎機能障害・低血糖発作

の既往歴、3 ヶ月以内の入院歴があった 385

名と、運動機能、認知機能、うつ傾向、主観

的健康感、閉じこもり、社会活動・交流、ペ

ット飼育の主要変数いずれかに欠損のあった

1,359 名を除外した 3,350 名を本研究の解析

対象者とした。  

 

２．データ収集方法および調査項目  

本調査はまず郵送調査を実施し、その後郵

送調査の未回収者に対して看護職者による訪

問聞き取り調査を実施した。  

ベースライン調査ではⓐ基本チェックリス

ト 25 項目、ⓑ生活実態(住居構造、家族構成、

交通の利便性や医療圏・生活圏、ペット飼育

状況など)、ⓒ主観的な健康観や健康に対する

受け止め方、ⓓ未受診の理由や健診に対する

考え方を含む項目を収集した。  

 

３．用語の定義  

1）．応答変数  

(1) 身体的健康  

 身体的健康は「運動機能」を以って評価し

た。基本チェックリストによる運動器関連 5

項目（No.6-10）を用いて評価し、5 項目のい

ずれか 3 項目以上に否定的回答をした者を

「運動機能低下あり」と定義した 2）。  

(2) 精神的健康  

 精神的健康は「認知機能」「うつ傾向」「主

観的健康感」を以って評価した。基本チェッ

ク リ ス ト に よ る 認 知 機 能 関 連 3 項 目

（No.18-20）を用い、3 項目いずれか 1 項目

以上に否定的回答をした者を「認知機能低下

あり」とし 2）、同様に基本チェックリストに

よるうつ関連 5 項目（No.21-25）の内いずれ

か 2 項目以上に否定的回答をした者を「うつ

傾向あり」と定義した 2）。「主観的健康感」に

関しては「普段、ご自分で健康だと思います

か」という問いに対し「とても健康」「まあま

あ健康」「あまり健康でない」「健康でない」

の 4 つの選択肢から択一で回答を得ており、

「とても健康」「まあまあ健康」と回答したも

のを「良好な主観的健康感」とした 3）。  

(3) 社会的健康  

 社会的健康は「閉じこもり傾向」「社会活動」

を以って評価した。基本チェックリスト外出

頻度関連 2 項目（No.16･17）を用い「（No.16）

週に 1 回以上外出していますか」に対して否

定的回答した者を「閉じこもり傾向あり」と

した 2）。また「友人の家を訪ねていますか」

「ボランティア活動をしていますか」「地域活

動（自治会や町内行事、老人クラブ、祭りな

ど）をしていますか」の問いをそれぞれ二項

択一で回答を得ており、3 項目のうちいずれ



か 2 項目以上の肯定的回答をした者を「活発

な社会活動」と定義した。  

2）．説明変数  

 ペットの飼育については「ペットを飼って

いますか」の問いに対し「はい、主な世話は

自分がする（以下、本人飼育と記す）」「はい、

主な世話は家族がする（以下、家族飼育と記

す）」「いいえ（以下、非飼育者と記す）」の三

項択一で回答を得ており、ペット飼育者と定

義した。  

 

４．データ分析方法  

対象者の属性は全体及びペット飼育者別に

記述した。次に運動機能、認知機能、うつ傾

向、主観的健康感、閉じこもり、社会活動・

交流それぞれの評価項目の該当割合について

全体及びペット飼育者別に記述し、ペット飼

育者間の相違を χ2 検定で検定した。さらに「運

動機能低下あり」、「認知機能低下あり」、「う

つ傾向あり」、「主観的健康感良好」、「閉じこ

もり傾向あり」、「活発な社会活動・交流」の

該当の有無を応答変数とし、ペット飼育者（飼

育していない[参照水準]・家族飼育・本人飼育）

を説明変数とし、性・年齢・調査方法（郵送

調査 , 訪問調査）・慢性疾患の有無・運動制限

の有無を調整した多変量ロジスティック回帰

分析を行いオッズ比及び 95%信頼区間を算出

した。  

またサブ解析としてⓐ解析対象者を 70 歳

以上であった者・慢性疾患があった者・同居

者がいた者に限定しての同様の解析、ⓑ説明

変数をイヌの飼育者（非飼育者、イヌ以外の

ペット飼育者、イヌ飼育者）として運動機能

低下との関連を検討した。  

 

５．倫理的配慮  

本研究は、京都大学大学院医学研究科・医

学部および医学部附属病院医の倫理委員会

（承認番号 E-1457）および滋賀医科大学倫理

委員会（承認番号 26-175）の承認のもとに実

施された。調査結果は住所･氏名等個人が容易

に特定されるデータを除いた匿名化データと

して調査協力自治体よりデータ分析担当者に

送付された。また，個人情報を含むデータお

よび対応表は、調査協力自治体で保管された。 

 

C. 結果  

１．対象者の属性  

対象者全体の属性について表 1 に示した。

対象者の約 6 割が女性であった。年齢（平均

値±標準偏差）は 75.4±6.9 歳、約 5 割が後期

高齢者であった。訪問聞き取り調査により調

査協力した者は 888 名（26.5%）であった。

経済的暮らしぶりを豊かであると受け止めて

いる者は約 4 割であり、全体の約 4 割が趣味

や習い事をもっていた。また慢性疾患をもっ

ている者は 74.5％、健康上の問題で運動制限

がある者が 5.6％であった。  

対象者のペット飼育者について表 2 に示し

た。ペットを飼育している者は 638 名（19.0%）

であった。ペット飼育者のうち家族飼育者は

218 名（34.2%）、本人飼育者は 420 名（65.8%）

と家族飼育よりも本人飼育の方が割合は大き

かった。ペット飼育者別（非飼育・家族飼育・

本人飼育）の属性について表 3 に示した。性

別・調査方法・慢性疾患の有無・運動制限の

有無・居住環境・経済的暮らしぶりの受け止

め方についてはペット飼育者間で有意な差を

認めなかった。しかし年齢・趣味や習い事の

有無に関しては群間での有意差が認められた。

本人飼育群の平均年齢は非飼育群及び家族飼

育群いずれよりも有意に低かった（いずれも

p<0.001, Games-Howell 検定）。  

 

２．身体的健康  

 運動機能低下ありの該当割合と運動機能関



連項目それぞれの該当割合を全体及びペット

飼育者別に記述した結果を表 4 に示した。全

体では運動機能低下ありの該当割合は 30.2%

であり、ペット飼育者別の群間で有意差が認

められた（p<0.001）。またいずれの運動機能

関連項目も本人飼育群での該当割合は小さく、

群間で有意差が認められた（いずれの項目も

p<0.001）。  

 次に、ペット飼育者による「運動機能低下

あり」の調整オッズ比（95%信頼区間）を表 5

に示した。非飼育群を参照水準とした家族飼

育群と本人飼育群の「運動機能低下あり」の

調整オッズ比（95%信頼区間）はそれぞれ 1.23

（0.89−1.69）、0.70（0.53−0.92）であり、本

人飼育群において運動機能低下ありの頻度が

低いことが示された。  

 

３．精神的健康  

 認知機能低下あり・うつ傾向あり・良好な

主観的健康感の該当割合と認知機能・うつ・

主観的健康感の関連項目それぞれの該当割合

ついて全体及びペット飼育者別に記述した結

果を表 6-8 に示した。認知機能低下ありの該

当割合は対象者全体で約 3 割であり、ペット

飼 育 者 の 群 間 で 有 意 差 は 認 め な か っ た

（p=0.278）。うつ傾向ありの該当割合は全体

で約 2 割であり、ペット飼育者間で有意差は

認めなかった（p=0.214）。良好な主観的健康

観の該当割合は全体で 77.9%であった。ペッ

ト飼育者別で群間での有意差が認められ

（p=0.001）、本人飼育群において主観的健康

感を良好に保っている者の割合が大きかった。 

 次にペット飼育者による「認知機能低下あ

り」「うつ傾向あり」「良好な主観的健康感」

それぞれの調整オッズ比（95%信頼区間）を

表 9 に示した。非飼育群を参照水準とした家

族飼育群と本人飼育群の「認知機能低下あり」

「うつ傾向あり」「良好な主観的健康観」の調

整オッズ比（95%信頼区間）は「認知機能低

下あり」で 1.23（0.92−1.65）、1.17（0.93−1.46）、

「うつ傾向あり」で 1.23（0.88−1.72）、1.00

（0.76−1.31）、「良好な主観的健康観」で 0.72

（0.52−0.99）、1.43（1.07−1.89）であった。

家族飼育群において良好な主観的健康観の頻

度は低く、本人飼育群において良好な主観的

健康観の頻度が高いことが示された。  

 

４．社会的健康  

閉じこもり傾向あり及び活発な社会活動の

該当割合と外出頻度及び社会活動関連項目そ

れぞれの該当割合を全体及びペット飼育者別

に記述した結果を表 10・11 に示した。閉じ

こもり傾向ありの該当割合は全体で 17.7%で

あり、ペット飼育者別で群間での有意差が認

められた（p=0.012）。また活発な社会活動の

該当割合は全体で 50.2%であった。ペット飼

育 者 別 で 群 間 で の 有 意 差 が 認 め ら れ

（p=0.004）、社会活動関連項目いずれの項目

も本人飼育群での該当割合が大きかった。  

次にペット飼育者別による「閉じこもり傾

向あり」及び「活発な社会活動」それぞれの

調整オッズ比（95%信頼区間）を表 12 に示し

た。非飼育群を参照水準とした家族飼育群と

本人飼育群の「閉じこもり傾向あり」「活発な

社会活動・交流」の調整オッズ比（95%信頼

区間）は「閉じこもり傾向あり」で 1.15

（0.81−1.64）、0.86（0.63−1.17）、「活発な社

会活動」で 1.22（0.92−1.61）、1.33（1.08−1.65）

であった。本人飼育群でのみ活発な社会活動

の頻度が高いことが示された。  

 

５．サブ解析  

 ペット飼育と関連の見られた運動機能・主

観的健康感・社会活動について、解析対象者

を 70 歳以上である者、慢性疾患がある者、

同居者がいる者に限定したサブ解析を行った

結果、本研究結果と大きな差は見られず同様

の傾向を示していた（表 13）。  



 さらに運動機能との関連においては説明変

数をイヌの飼育者（非飼育者・イヌ以外のペ

ット飼育者・イヌの飼育者）としてサブ解析

を行った結果、飼育ペットの種類（イヌ、も

しくはそれ以外のペット）に関わらず何らか

のペットを飼育している者は飼育していない

者よりも運動機能低下者の頻度は低かった

（表 14）。  

 

D. 考察  

１．対象者のペット飼育の実態  

B 町におけるペット飼育割合は全体で約 2

割であり、内閣府が平成 22 年度に行った「動

物愛護に関する世論調査」４）で報告された 60

歳以上のペット飼育割合（約 3 割）と比較す

るとやや低かった。  

本調査では本人飼育者の平均年齢が他群と

比較して低かったが、これは高齢になるにつ

れて自身の健康状態や寿命を考えて新しくペ

ットを飼い始める人が減少していくためであ

ると推測された。  

 

２．ペット飼育と身体的健康との関連  

本研究では本人飼育群において運動機能低

下者の頻度が有意に低かった。高齢者におけ

るペット飼育の有無と 1 年間の日常生活動作

能力の低下を検討した先行研究ではペット飼

育者（特に犬の飼育者）はペットを飼育して

いない者よりも日常生活動作能力の低下が緩

やかであったことが報告されており 5) 本研究

はこの結果を支持するものであった。ペット

飼育者は普段の日常生活動作に加えてペット

の世話（遊戯・餌やり・散歩など）に係る身

体活動が上乗せされると考えられる。また説

明変数をイヌの飼育者（非飼育者・イヌ以外

のペット飼育者・イヌの飼育者）で運動機能

との関連を検討したサブ解析結果においても

飼育ペットがイヌでなくても運動機能低下者

の頻度が低く、ペット飼育には飼育ペットの

種類に関わらず本人が飼育していることで世

話に係る身体活動量が増加し運動機能を維持

させている可能性が考えられる。  

 

３．ペット飼育と精神的健康との関連  

 本研究ではペット飼育者による認知機能と

うつ傾向との関連は認められなかったものの、

本人飼育群において良好な主観的健康感であ

る者の頻度が有意に高く、逆に家族飼育群に

おいて有意に低かった。  

認知機能に関して、施設入所している高齢

者を対象に動物介在療法を用いた介入研究 6)

では認知機能の改善傾向を認めていたが統計

的有意差は認められず、ペット飼育による認

知機能の改善は未だ報告されていない。ペッ

ト飼育と高齢者の認知機能と関連については

今後様々な対象者や研究デザインによる検討

が必要であると考えられる。  

うつ傾向に関して、先行研究では地域在住

高齢者 2,551 名においてペット飼育の有無と

うつ状態との関連を検討した横断研究 7）では

ペット飼育者は非飼育者よりもうつ状態が不

良であったことが報告されている。一方で施

設入所中の高齢者に対して動物介在療法を用

いた研究のメタアナリシスでは 8)、動物介在

療法によってうつ病の発症リスクが 0.87 倍に

なるとの報告がされており対象者の属性の違

いから一貫した見解が得られていない。その

ため本研究では、ペットの存在によってスト

レス軽減や社会性の向上といった肯定的作用

だけでなく世話に係る労力や煩わしさといっ

た否定的作用の両側面が存在し、ペット飼育

とうつ傾向との関連が認められなかったので

はなかと考えられる。  

主観的健康感に関しては、339 名のオース

トラリア人を対象に行った電話調査ではペッ

ト飼育者は非飼育者よりも主観的健康感が高

かったことが報告されており 9)、本調査でも

同様の傾向を示した。ペット飼育という趣味



の存在、ペットの世話による身体活動量の増

加、コミュニケーションの向上といったこと

が介在し高齢者の主観的健康感を向上させて

いた可能性が考えられる。  

これらのことから、ペット飼育によって認

知機能及びうつとの関連については今度の検

討を要するものの、ペットを高齢者本人が飼

育している場合には主観的健康感を良好に保

つ可能性があることが示唆された。  

 

４．ペット飼育と社会的健康との関連  

本研究ではペット飼育者による閉じこもり

との関連は認められなかったが、社会活動・

交流との関連が認められ本人飼育群において

活発な社会活動である者の頻度が有意に高か

った。  

ペット飼育者は散歩に行く頻度が多く、余

暇活動時間が長く、近隣住民や社会コミュニ

ティとより繋がっていることが知られている。

さらにペット飼育者はペットの飼育用品の購

入といった外出する目的が多く存在するため

外出する頻度が高くなると予測していた。し

かし本研究では本人飼育群は閉じこもり傾向

の者の割合は小さいものの統計的有意差は認

められなかった。  

先行研究で報告されているようにペット飼

育者は飼育していない者よりも社会活動・交

流が活発である 10)ことを本研究は支持してい

る。ペットが介在することで言語的・非言語

的なコミュニケーションが増加すること 11)や、

犬の散歩に連れて行くことで近所の人とすれ

違いざまの挨拶、道端での会話といった交友

関係が良好に維持される環境が整いやすいと

考えらえる。  

これらのことからペットを本人が飼育して

いる者はペットとの関わりや世話を通して社

会活動がより活発となっている可能性が示唆

された。  

 

５．研究の限界  

 本研究には以下に示す 2 つの限界がある。  

 第一に本研究は横断研究であり、因果関係

について言及することはできない。そのため

サブ解析では、ペット飼育者と「運動機能低

下あり」「良好な主観的健康感」「活発な社会

活動・交流」との関連の検討 70 歳以上の者の

み、慢性疾患がある者のみに限定した解析を

行い、主解析結果と同様の傾向を示していた

ことを確認したが、因果関係について言及す

るためには今後の追跡調査による検討が必要

である。  

 第二に本研究ではペット飼育者のみで身体

的・精神的・社会的健康との関連を検討して

おり、ペットに対する愛着度を用いた検討が

できていない。先行研究ではペットに対する

愛着度が高いほど身体的健康や精神的健康が

良好であるとの報告があるため 12)、本研究の

ようにペット飼育者だけでの検討ではペット

と高齢者の身体的・精神的健康との関連を十

分評価できているとは言い難く、ペットの愛

着度も含めた高齢者の身体的・精神的・社会

的健康との関連を評価する必要があると考え

られる。  

 

E. 結語  

ペット飼育者と身体的健康（運動機能）、精

神的健康（認知機能・うつ・主観的健康感）、

社会的健康（閉じこもり・社会活動･交流）と

の関連を横断的に検討した結果、非飼育者と

比較して、⑴運動機能低下者は本人飼育群で

約 0.7 倍、⑵良好な主観的健康感である者は

本人飼育群で約 1.4 倍、家族飼育群で約 0.7

倍、⑶活発な社会活動である者が本人飼育群

で約 1.3 倍であることが示された。地域に住

む高齢者の身体的・精神的・社会的健康を包



括的に維持するための 1 つの方法として高齢

者本人が「ペット飼育」を行う事が効果的な

役割を果たす可能性が示唆された。高齢者の

健康寿命をより延伸させていくための様々な

方略が検討される中、ペット飼育が 1 つのア

プローチ方法となる可能性が示唆された点で

意義があると考える。今後ペットに対する愛

着度に関する情報を用いた検討や追跡調査に

よる因果関係の解明が必要であると考える。  
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表 1 対象者の属性 

 

 

 

表 2 対象者のペット飼育者の割合 

  

女性, 人数(%) 1,926 ( 57.5 )

年齢, 歳（標準偏差) 75.4 ( 6.9 )

75歳以上, 人数(%) 1,712 ( 51.1 )

慢性疾患あり, 人数(%) 2,496 ( 74.5 )

運動制限あり, 人数(%) 189 ( 5.6 )

調査方法；訪問, 人数(%) 888 ( 26.5 )

居住環境；一戸建て,  人数(%) 3,251 ( 97.0 )

独居者, 人数(%) 385 ( 11.5 )

経済的暮らしぶりの受け止め方;豊かである,  人数(%) 1,395 ( 41.6 )

趣味や習い事あり, 人数(%) 1,463 ( 43.7 )

BMI*, kg/m2（標準偏差） 22.8 ( 3.3 )
*欠損  n=155

全体
（n=3,350（

ペット飼育者*, 人数(%)

飼育していない 2,712 ( 81.0 )

家族飼育 218 ( 6.5 )

本人飼育 420 ( 12.5 )

（n=3,350（
全体

*「ペットを飼っていますか」の問いに対し「飼育していない」、「家族飼
育」、「本人飼育」の三項択一で回答を得た.



表 3 ペット飼育者のよる属性の比較 

 

 

 

表 4 ペット飼育者による【運動機能】関連項目該当者の割合 

 

女性, 人数 (%) 1,580 ( 58.3 ) 124 ( 56.9 ) 222 ( 52.9 ) 0.112

年齢, 歳（標準偏差) 75.7 ( 6.9 ) 76.2 ( 7.4 ) 73.0 ( 5.9 ) <0.001

75歳以上, 人数 (%) 1,442 ( 53.2 ) 117 ( 53.7 ) 153 ( 36.4 ) <0.001

慢性疾患あり, 人数 (%) 2,026 ( 74.7 ) 163 ( 74.8 ) 307 ( 73.1 ) 0.777

運動制限あり, 人数 (%) 147 ( 5.4 ) 14 ( 6.4 ) 28 ( 6.7 ) 0.515

調査方法；訪問, 人数 (%) 716 ( 26.4 ) 63 ( 28.9 ) 109 ( 26.0 ) 0.697

居住環境；一戸建て,  人数(%) 2,623 ( 96.7 ) 212 ( 97.2 ) 416 ( 99.0 ) 0.032
独居者, 人数 (%) 343 ( 12.6 ) 3 ( 1.4 ) 39 ( 9.3 ) <0.001

経済的暮らしぶりの受け止め方;豊かである,  人数(%) 1,158 ( 42.7 ) 88 ( 40.4 ) 149 ( 35.5 ) 0.019

趣味や習い事あり, 人数(%) 1,134 ( 41.8 ) 92 ( 42.2 ) 237 ( 56.4 ) <0.001

BMI*, kg/m2（標準偏差） 22.8 ( 3.3 ) 22.9 ( 3.3 ) 22.8 ( 3.1 ) 0.683
*欠損  n=155

離散量はχ２検定を用いて検定した.

連続量は一元配置分散分析を用いて検定した .

p値
(n=2,712) (n=218) (n=420)

ペット飼育者

飼育していない 家族飼育 本人飼育

運動機能関連5項目, 人数(%)

階段を手すりや壁をつたわらずに昇ってい
ますか（いいえ）

1,537 ( 45.9 ) 1,276 ( 47.1 ) 114 ( 52.3 ) 147 ( 35.0 ) <0.001

椅子に座った状態から何もつかまらずに立
ち上がってますか（いいえ）

877 ( 26.2 ) 739 ( 27.2 ) 61 ( 28.0 ) 77 ( 18.3 ) <0.001

15分間位続けて歩いていますか（いいえ） 846 ( 25.3 ) 707 ( 26.1 ) 58 ( 26.6 ) 81 ( 19.3 ) 0.011

この1年間で転んだことはありますか（は
い）

770 ( 23.0 ) 624 ( 23.0 ) 67 ( 30.7 ) 79 ( 18.8 ) 0.003

転倒に対する不安は大きいですか（はい） 1,696 ( 50.6 ) 1,414 ( 52.1 ) 115 ( 52.8 ) 167 ( 39.8 ) <0.001

運動機能低下ありa , 人数 (%) 1,011 ( 30.2 ) 848 ( 31.3 ) 80 ( 36.7 ) 83 ( 19.8 ) <0.001

離散量はχ２検定を用いて検定した.
a運動機能関連５項目のうち, いずれか3項目以上に該当したものを「運動機能低下あり」とした.

ペット飼育者

全体 飼育していない 家族飼育 本人飼育
p値

（n=3,350（ （n=2,712（ （n=218（ （n=420（



表 5 ペット飼育者による運動機能低下との関連 

 

 

 

表 6 ペット飼育者による【認知機能】関連項目該当者の割合 

 

 

 

表 7 ペット飼育者による【うつ】関連項目該当者の割合 

 

 

飼育していない

運動機能低下ありa, %（case/n） 31.3 (848/2,712)

Model 1（あり/なし） ref. 1.24 ( 0.90 - 1.70 ) 0.72 ( 0.55 - 0.94 )

Model 2（あり/なし） ref. 1.23 ( 0.89 - 1.69 ) 0.70 ( 0.53 - 0.92 )

Model 1:性・年齢を調整

Model 2:Model 1に加えて, 調査方法（郵送・訪問）, 慢性疾患の有無 , 運動制限の有無を調整
a運動機能関連５項目のうち, いずれか3項目以上に該当したものを「運動機能低下あり」とした.

ペット飼育者

家族飼育 本人飼育

36.7(80/218) 19.8(83/420)

認知機能関連3項目, 人数(%)

周りの人から「いつも同じことを聞く」などの
物忘れがあると言われますか（はい）

619 ( 18.5 ) 484 ( 17.8 ) 54 ( 24.8 ) 81 ( 19.3 ) 0.036

自分で電話番号を調べて電話をかけること
をしていますか（いいえ）

188 ( 5.6 ) 153 ( 5.6 ) 14 ( 6.4 ) 21 ( 5.0 ) 0.751

今日が何月何日か分からないときがありま
すか（はい）

618 ( 18.4 ) 494 ( 18.2 ) 51 ( 23.4 ) 73 ( 17.4 ) 0.138

認知機能低下ありa , 人数(%) 1,057 ( 31.6 ) 843 ( 31.1 ) 79 ( 36.2 ) 135 ( 32.1 ) 0.278
離散量はχ２検定を用いて検定した.
a認知関連3項目のうち , いずれか1項目以上に該当したものを「認知機能低下あり」とした.

ペット飼育者

全体 飼育していない 家族飼育 本人飼育
p値

（n=3,350） （n=2,712） （n=218） （n=420）

うつ関連5項目, 人数(%)

(ここ2週間)毎日の生活に充実感がない（はい） 428 ( 12.8 ) 351 ( 12.9 ) 26 ( 11.9 ) 51 ( 12.1 ) 0.835

(ここ2週間)これまで楽しんでやれていたことが
楽しめなくなった（はい）

302 ( 9.0 ) 247 ( 9.1 ) 24 ( 11.0 ) 31 ( 7.4 ) 0.293

(ここ2週間)以前は楽にできていたことが今では
おっくうに感じられる（はい）

666 ( 19.9 ) 536 ( 19.8 ) 51 ( 23.4 ) 79 ( 18.8 ) 0.365

(ここ2週間)自分が役に立つ人間だと思えない
（はい）

510 ( 15.2 ) 423 ( 15.6 ) 32 ( 14.7 ) 55 ( 13.1 ) 0.403

(ここ2週間)わけもなく疲れたような感じがする
（はい）

783 ( 23.4 ) 636 ( 23.5 ) 57 ( 26.1 ) 90 ( 21.4 ) 0.400

うつ傾向ありa, 人数(%) 704 ( 21.0 ) 571 ( 21.1 ) 54 ( 24.8 ) 79 ( 18.8 ) 0.214
離散量はχ２検定を用いて検定した.
aうつ関連5項目のうち , いずれか2項目以上に該当したものを「うつ傾向あり」とした.

ペット飼育者

全体 飼育していない 家族飼育 本人飼育
p値

（n=3,350） （n=2,712） （n=218） （n=420）



表 8 ペット飼育者による【主観的健康感】該当の割合 

 

 

 

表 9 ペット飼育者による認知機能低下・うつ傾向あり・良好な主観的健康感との関連 

 

主観的健康感, 人数(%) 0.005

とても健康 275 ( 8.2 ) 219 ( 8.1 ) 11 ( 5.0 ) 45 ( 10.7 )

まあまあ健康 2,336 ( 69.7 ) 1,886 ( 69.5 ) 144 ( 66.1 ) 306 ( 72.9 )

あまり健康でない 618 ( 18.4 ) 504 ( 18.6 ) 54 ( 24.8 ) 60 ( 14.3 )

健康でない 121 ( 3.6 ) 103 ( 3.8 ) 9 ( 4.1 ) 9 ( 2.1 )

良好な主観的健康感a , 人数(%) 2,611 ( 77.9 ) 2,105 ( 77.6 ) 155 ( 71.1 ) 351 ( 83.6 ) 0.001
離散量はχ２検定を用いて検定した.
a主観的健康感に関する問いに対して, 「とても健康」もしくは「まあまあ健康」と回答した者を「良好な主観的健康感」とした .

ペット飼育者

全体 飼育していない 家族飼育 本人飼育
p値

（n=3,350） （n=2,712） （n=218） （n=420）

飼育していない

認知機能低下ありa, %(case/n) 31.1 (843/2,712)

Model 1（あり/なし） ref. 1.23 ( 0.92 - 1.65 ) 1.17 ( 0.94 - 1.47 )

Model 2（あり/なし） ref. 1.23 ( 0.92 - 1.65 ) 1.17 ( 0.93 - 1.46 )

うつ傾向ありb, %(case/n) 21.1 (571/2,712)

Model 1（あり/なし） ref. 1.20 ( 0.87 - 1.66 ) 1.01 ( 0.78 - 1.32 )

Model 2（あり/なし） ref. 1.23 ( 0.88 - 1.72 ) 1.00 ( 0.76 - 1.31 )

良好な主観的健康感c, %(case/n) 77.6 (2,105/2,712)

Model 1（良好/不良） ref. 0.72 ( 0.53 - 0.98 ) 1.37 ( 1.04 - 1.81 )

Model 2（良好/不良） ref. 0.72 ( 0.52 - 0.99 ) 1.43 ( 1.07 - 1.89 )

Model 1:性・年齢を調整

c主観的健康感に関する問いに対して, 「とても健康」もしくは「まあまあ健康」と回答した者を「良好な主観的健康感」とした .

bうつ関連5項目のうち, いずれか2項目以上に該当したものを「うつ傾向あり」とした.

a認知関連3項目のうち, いずれか1項目以上に該当したものを「認知機能低下あり」とした.

ペット飼育者

家族飼育 本人飼育

36.2 (79/218) 32.1 (135/420)

Model 2:Model 1に加えて, 調査方法（郵送・訪問）, 慢性疾患の有無 , 運動制限の有無を調整

24.8 (54/218) 18.8 (79/420)

71.1 (155/218) 83.6 (351/420)



表 10 ペット飼育者による【閉じこもり】関連項目該当者の割合 

 
 

 

表 11 ペット飼育者による【社会活動】関連項目該当者の割合 

 

 

 

表 12 ペット飼育者と閉じこもり傾向・活発な社会活動との関連 

 

外出頻度関連2項目, 人数(%)

週に1回以上は外出していますか（いいえ） 593 ( 17.7 ) 493 ( 18.2 ) 46 ( 21.1 ) 54 ( 12.9 ) 0.012

昨年と比べて外出の回数が減っていますか
（はい）

974 ( 29.1 ) 806 ( 29.7 ) 73 ( 33.5 ) 95 ( 22.6 ) 0.004

閉じこもり傾向ありa , 人数(%) 593 ( 17.7 ) 493 ( 18.2 ) 46 ( 21.1 ) 54 ( 12.9 ) 0.012
離散量はχ２検定を用いて検定した.
a外出頻度関連2項目のうち , [週に1回以上は外出していますか]に該当したものを「閉じこもり傾向あり」とした.

ペット飼育者

全体 飼育していない 家族飼育 本人飼育
p値

（n=3,350） （n=2,712） （n=218） （n=420）

社会活動関連3項目,  人数(%)

友人宅を訪問している 1,938 ( 57.9 ) 1,541 ( 56.8 ) 141 ( 64.7 ) 256 ( 61.0 ) 0.030

ボランティア活動をしている 725 ( 21.6 ) 563 ( 20.8 ) 41 ( 18.8 ) 121 ( 28.8 ) 0.001

地域活動（自治会、町内行事、老人クラブな
ど）へ参加している

2,261 ( 67.5 ) 1,799 ( 66.3 ) 150 ( 68.8 ) 312 ( 74.3 ) 0.005

活発な社会活動a, 人数(%) 1,681 ( 50.2 ) 1,325 ( 48.9 ) 116 ( 53.2 ) 240 ( 57.1 ) 0.004
離散量はχ２検定を用いて検定した.
a社会活動関連3項目のうち , いずれか2項目以上に該当したものを「活発な社会活動」とした.

ペット飼育者

全体 飼育していない 家族飼育 本人飼育
p値

（n=3,350） （n=2,712） （n=218） （n=420）

飼育していない

閉じこもり傾向ありa , %(case/n) 18.2 (493/2,712)

Model 1（あり/なし） ref. 1.15 ( 0.81 - 1.64 ) 0.85 ( 0.63 - 1.17 )

Model 2（あり/なし） ref. 1.15 ( 0.81 - 1.64 ) 0.86 ( 0.63 - 1.17 )

活発な社会活動b, %(case/n) 48.9 (1,325/2,712)

Model 1（活発/不活発） ref. 1.21 ( 0.92 - 1.60 ) 1.33 ( 1.08 - 1.60 )

Model 2（活発/不活発） ref. 1.22 ( 0.92 - 1.61 ) 1.33 ( 1.08 - 1.65 )

Model 1:性・年齢を調整

a外出頻度関連2項目のうち, [週に1回以上は外出していますか]に該当したものを「閉じこもり傾向あり」とした.
b社会活動関連3項目のうち, いずれか2項目以上に該当したものを「活発な社会活動」とした.

Model 2:Model 1に加えて, 調査方法（郵送・訪問）, 慢性疾患の有無 , 運動制限の有無を調整

53.2 (116/218) 57.1 (240/420)

ペット飼育者

家族飼育 本人飼育

21.1 (46/218) 12.9 (54/420)



表 13 対象者を 70 歳以上・慢性疾患がある者・同居者ありの者に限定したペット飼育者と運動機能・

主観的健康感・社会活動との関連：サブ解析 

 

 

表 14 イヌの飼育者による運動機能低下との関連：サブ解析 

 

運動機能低下ありa

（再掲）全体* 31.3%
(848/2,712)

ref. 36.7%
(80/218)

1.23 ( 0.89 - 1.69 ) 19.8%
(83/420)

0.70 ( 0.53 - 0.92 )

70歳以上* 36.0%
 (756/2,101)

ref. 42.9%
(72/168)

1.22 ( 0.86 - 1.73 ) 23.3%
(66/283)

0.66 ( 0.49 - 0.90 )

慢性疾患あり* 36.0%
 (729/2,026)

ref. 40.5%
(66/163)

1.12 ( 0.78 - 1.60 ) 23.1%
(71/307)

0.67 ( 0.50 - 0.91 )

同居者あり* 30.6%
 (726/2,369)

ref. 36.3%
(78/215)

1.20 ( 0.86 - 1.66 ) 20.2%
(77/381)

0.73 ( 0.55 - 0.98 )

良好な主観的健康感b

（再掲）全体* 77.6%
(2,105/2,712)

ref. 71.1%
(155/218)

0.72 ( 0.52 - 0.99 ) 83.6%
(351/420)

1.43 ( 1.07 - 1.89 )

70歳以上* 76.4%
(1,606/2,102)

ref. 70.2%
(118/168)

0.76 ( 0.53 - 1.08 ) 82.0%
(232/283)

1.38 ( 0.99 - 1.91 )

慢性疾患あり* 72.7%
 (1,472/2,026)

ref. 64.4%
(105/163)

0.70 ( 0.50 - 0.99 ) 79.8%
(245/307)

1.48 ( 1.10 - 2.00 )

同居者あり* 77.2%
 (1,828/2,369)

ref. 70.7%
(152/215)

0.73 ( 0.53 - 1.00 ) 84.0%
(320/381)

1.51 ( 1.12 - 2.04 )

活発な社会活動c

（再掲）全体* 48.9%
(1,325/2,712)

ref. 53.2%
(116/218)

1.22 ( 0.92 - 1.61 ) 57.1%
(240/420)

1.33 ( 1.08 - 1.65 )

70歳以上* 48.7%
(1,023/2,101)

ref. 56.0%
(94/168)

1.41 ( 1.01 - 1.95 ) 58.0%
(164/283)

1.33 ( 1.03 - 1.71 )

慢性疾患あり* 48.3%
 (979/2,026)

ref. 52.8%
(86/163)

1.15 ( 0.66 - 2.01 ) 55.7%
(171/307)

1.49 ( 0.98 - 2.25 )

同居者あり* 48.6%
(1,152/2,369)

ref. 53.5%
(115/215)

1.25 ( 0.94 - 1.66 ) 55.9%
(213/381)

1.27 ( 1.02 - 1.58 )

b主観的健康感に関する問いに対して, 「とても健康」もしくは「まあまあ健康」と回答した者を「良好な主観的健康感」とした.
c社会活動関連3項目のうち, いずれか2項目以上に該当したものを「活発な社会活動」とした.

ペット飼育者

a運動機能関連５項目のうち, いずれか3項目以上に該当したものを「運動機能低下あり」とした.

*性, 年齢, 調査方法（郵送・訪問）, 慢性疾患の有無, 運動制限の有無を調整

飼育していない 家族飼育 本人飼育

飼育していない

運動機能低下ありa, %（case/n） 31.3 (848/2,712)

Model 1（あり/なし） ref. 0.85 ( 0.64 - 1.13 ) 0.94 ( 0.70 - 1.25 )

Model 2（あり/なし） ref. 0.82 ( 0.62 - 1.10 ) 0.93 ( 0.69 - 1.25 )

Model 1:性・年齢を調整

a運動機能関連５項目のうち, いずれか3項目以上に該当したものを「運動機能低下あり」とした.

イヌの飼育者

イヌ以外のペット飼育 イヌ飼育

24.8(83/334) 26.3(80/304)

Model 2:Model 1に加えて, 調査方法（郵送・訪問）, 慢性疾患の有無 , 運動制限の有無を調整
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